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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

(1) 連結経営指標等
　

回次 第40期 第41期 第42期 第43期 第44期

決算年月 平成20年10月 平成21年10月 平成22年10月 平成23年10月 平成24年10月

売上高 (百万円) 66,416 52,637 51,806 49,127 54,631

経常利益 (百万円) 3,378 1,699 3,438 3,334 4,402

当期純利益 (百万円) 2,697 1,353 3,255 2,763 4,297

包括利益 (百万円) ― ― ― 2,784 4,328

純資産額 (百万円) 7,541 7,444 9,799 9,943 10,514

総資産額 (百万円) 50,030 43,533 42,849 44,095 46,441

１株当たり純資産額 　 (円) 21.39 38.45 108.77 159.45 226.89

１株当たり当期純利益 　 (円) 43.26 20.46 54.01 47.53 83.49

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) 29.54 14.01 38.14 40.43 82.99

自己資本比率 　 (％) 14.9 16.9 22.6 22.3 22.4

自己資本利益率 　 (％) 43.2 18.2 38.2 28.3 42.4

株価収益率 　 (倍) 2.22 6.01 2.50 4.06 3.43

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 8,679 36 5,553 5,331 5,800

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 991 △ 959 △ 649 △ 861 △ 982

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △ 9,871 △ 2,551 △ 3,463 △ 3,554 △ 3,165

現金及び現金同等物の
期末残高

(百万円) 5,493 1,929 3,369 4,284 5,937

 従業員数
〔外、平均臨時雇用者数〕

(名)
1,742
〔647〕

1,646
〔504〕

1,562
〔452〕

1,617
〔430〕

1,628
〔461〕

(注)　売上高には消費税等は含まれておりません。
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(2) 提出会社の経営指標等

　

回次 第40期 第41期 第42期 第43期 第44期

決算年月 平成20年10月 平成21年10月 平成22年10月 平成23年10月 平成24年10月

売上高 (百万円) 55,942 44,212 43,311 42,243 46,985

経常利益 (百万円) 2,400 1,444 3,156 3,191 4,240

当期純利益 (百万円) 1,885 1,009 3,004 2,817 4,324

資本金 (百万円) 3,873 3,873 3,873 3,873 3,873

発行済株式総数 　 (株)

普通株式
45,964,842

Ａ種優先株式
10,000,000

Ｂ種優先株式
4,000,000

普通株式
45,964,842

Ａ種優先株式
10,000,000

Ｂ種優先株式
3,000,000

普通株式
45,964,842

Ａ種優先株式
10,000,000

Ｂ種優先株式
2,500,000

普通株式
45,964,842

Ａ種優先株式
10,000,000

Ｂ種優先株式
500,000

普通株式
45,964,842

純資産額 (百万円) 7,231 6,770 8,849 9,067 9,649

総資産額 (百万円) 46,527 40,232 39,373 40,544 43,098

１株当たり純資産額 (円) 17.02 27.93 90.47 142.32 210.35

１株当たり配当額
(内１株当たり中間配当額)

(円)
(円)

普通株式
2.00
(─)

Ａ種優先株式
2.00
(─)

Ｂ種優先株式
70.00
(―)

普通株式
2.00
(─)

Ａ種優先株式
2.00
(─)

Ｂ種優先株式
70.00
(─)

普通株式
3.00
(─)

Ａ種優先株式
3.00
(─)

Ｂ種優先株式
80.00
(─)

普通株式
4.00
(─)

Ａ種優先株式
4.00
(─)

Ｂ種優先株式
80.00
(─)

普通株式
10.00
(─)

１株当たり当期純利益 (円) 28.73 14.31 49.51 48.50 84.01

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) 20.65 10.45 35.19 41.22 83.50

自己資本比率 (％) 15.5 16.8 22.5 22.4 22.4

自己資本利益率 (％) 29.4 14.4 38.5 31.5 46.2

株価収益率 (倍) 3.34 8.60 2.73 3.98 3.40

配当性向 (％) 6.96 13.97 6.06 8.25 11.90

従業員数
〔外、平均臨時雇用者数〕

(名)
1,331
〔215〕

1,268
〔156〕

1,214
〔113〕

1,266
〔111〕

1,308
〔112〕

(注)　売上高には消費税等は含まれておりません。
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２ 【沿革】

当社（旧株式会社紅扇堂、昭和25年３月29日設立）は、旧東日本ハウス株式会社の株式額面変更のため、

昭和50年11月１日を合併期日として同社を吸収合併し、商号を東日本ハウス株式会社と変更しています。合

併期日前の当社は休業状態にあり、従って、以下の沿革については実質上の存続会社である旧東日本ハウス

株式会社を含め当社グループについて掲載しています。

年月 事項

昭和44年２月大和ハウス工業株式会社の販売代理店として、プレハブ住宅の販売を目的に岩手県盛岡市

に資本金1,000万円をもって設立

昭和46年３月木造住宅の販売開始

昭和46年10月大和ハウス工業株式会社との販売代理店契約を解消

昭和50年11月株式額面変更のため、株式会社紅扇堂に吸収合併

昭和55年４月岩手県盛岡市に株式会社ホテル東日本(現・連結子会社)を設立

昭和56年３月岩手県盛岡市にホテル東日本盛岡を開業

昭和63年８月社団法人日本証券業協会に株式店頭登録

平成元年11月本社社屋完成

平成５年６月 栃木県宇都宮市にホテル東日本宇都宮を開業

平成６年11月岩手県和賀郡沢内村(現・西和賀町)に東日本沢内総合開発株式会社(現・連結子会社)を

設立

　(注)　平成22年２月、株式会社銀河高原ビールに商号変更

平成７年２月 三重県阿山郡阿山町（現・伊賀市）に株式会社東日本ウッドワークス中部(現・連結子会

社)を設立

平成７年７月 岩手県岩手郡雫石町にリゾート施設けんじワールドを開業

平成７年７月 北海道白老郡白老町に株式会社東日本ウッドワークス北海道(現・連結子会社)を設立

平成７年11月岩手県岩手郡雫石町にホテル森の風鶯宿を開業

平成８年７月 東京都中央区に銀河高原ビール株式会社を設立

　(注)　平成14年３月、高原販売株式会社に商号変更

平成９年７月 熊本県阿蘇郡白水村(現・南阿蘇村)に銀河高原ビール株式会社阿蘇白水工場を新設

平成９年７月 岐阜県高山市に銀河高原ビール株式会社飛騨高山工場を新設

平成10年７月栃木県那須郡那須町に銀河高原ビール株式会社那須工場を新設

平成13年12月銀河高原ビール株式会社（東京都中央区）を銀河高原ビール株式会社（東京都中央区）

と銀河高原ビール株式会社（栃木県那須郡那須町）に分割

平成15年８月高原販売株式会社を清算

平成15年10月東日本ハウスサービス株式会社を子会社化

平成16年12月日本証券業協会への店頭登録を取消し、株式会社ジャスダック証券取引所に株式を上場

平成17年３月東京都千代田区に東京本社を設置し、盛岡本社と二本社制に移行

平成17年５月東京都千代田区に株式会社東京工務店(現・連結子会社)を設立

平成20年６月本社機構を東京本社に集約統合

平成21年２月銀河高原ビール株式会社（栃木県那須郡那須町）を清算

平成21年８月東京都千代田区に東日本ハウスコミュニティーサービス株式会社を設立

平成22年４月株式会社ジャスダック証券取引所と株式会社大阪証券取引所の合併に伴い、株式会社大阪

証券取引所ＪＡＳＤＡＱ市場に上場

平成22年10月株式会社大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ市場、同取引所ヘラクレス市場及び同取引所ＮＥＯ

市場の各市場の統合に伴い、株式会社大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）に上

場

平成23年８月東日本ハウスサービス株式会社を清算
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３ 【事業の内容】

当社グループは、当社、連結子会社５社を中心にして構成されており、住宅の請負建築、宅地の造成・販売

を中心とした住宅事業及びホテル・レジャー施設の経営を行うホテル事業など、住の生活産業とサービス

産業に関連した事業を行なっております。

なお、次の３部門は「第５ 経理の状況　１(1) 連結財務諸表　注記事項(セグメント情報等)」に掲げるセ

グメントの区分と同一であります。

(住宅事業) … 当社が顧客から住宅工事を請負い、㈱東日本ウッドワークス北海道、㈱東日本

ウッドワークス中部等より住宅部材を仕入れて指定外注先で施工し、当社が施工

監理し販売しております。

(ホテル事業) … 主に当社所有のホテル・レジャー施設を㈱ホテル東日本が運営管理しておりま

す。

(ビール事業) … ㈱銀河高原ビールがビールの製造・販売等を行っております。

　
事業の系統図は次のとおりであります。
　

　

　

※１　連結子会社であります。

　２　平成24年３月27日開催の当社取締役会において、当社の持分法適用子会社である東日本テック㈱を解散し、同社が

行っていた資材購買業務を当社で行うことを決議致しました。また、平成24年５月31日開催の同社臨時株主総会

において解散を決議し、平成24年10月30日付で清算が完了しております。
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４ 【関係会社の状況】

　

名称 住所
資本金

(百万円)

主要な事業

の内容

議決権の

所有割合

(％)

関係内容

(連結子会社) 　 　 　 　 　

㈱ホテル東日本 ※１
岩手県

盛岡市
83ホテル事業 99.6

当社所有のホテル・リゾー

ト施設等の賃借

役員の兼任…１名

㈱東日本ウッドワークス北海道

北海道

白老郡

白老町

300住宅事業 100.0

当社への住宅部材の供給、

資金貸付

役員の兼任…２名

㈱東京工務店 ※２
東京都

千代田区
10住宅事業 49.0

分譲住宅の請負

役員の兼任…１名

㈱東日本ウッドワークス中部
三重県

伊賀市
80住宅事業 100.0

当社への住宅部材の供給、

資金貸付、債務保証

役員の兼任…２名

㈱銀河高原ビール

岩手県

和賀郡

西和賀町

50ビール事業 100.0

当社への販促用品等の納

入、資金貸付

役員の兼任…１名

(注) １　主要な事業の内容欄には、セグメントの名称を記載しております。

２　有価証券報告書または有価証券届出書を提出している会社はありません。

３　※１　㈱ホテル東日本については売上高(連結会社相互間の内部売上高を除く。)の連結売上高に占める割合が

10％を超えておりますが、セグメントのホテル事業の売上高に占める当該連結子会社の売上高(セグメ

ント間の内部売上高又は振替高を含む。)の割合が90％を超えているため、主要な損益情報等の記載を

省略しております。

４　※２　持分は100分の50以下でありますが、実質的に支配しているため子会社としております。
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５ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

平成24年10月31日現在

セグメントの名称 従業員数(名)

住宅事業
1,264
〔119〕

ホテル事業
241

〔335〕

ビール事業
16
〔7〕

全社(共通)
107
〔―〕

合計
1,628
〔461〕

(注) １　従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は〔　〕内に年間の平均人員を外数で記載しております。

２　全社（共通）として記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門等に所属してい

るものであります。

　

(2) 提出会社の状況

平成24年10月31日現在

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円)

1,308
〔112〕

36.3 10.2 4,521,731

　

セグメントの名称 従業員数(名)

住宅事業
1,201
〔112〕

ホテル事業
―

〔―〕

ビール事業
―

〔―〕

全社(共通)
107
〔―〕

合計
1,308
〔112〕

(注) １　従業員数は就業人員であります。

２　平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

３　従業員数欄の〔外書〕は、臨時従業員の年間平均雇用人員であります。

４　全社（共通）として記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門等に所属してい

るものであります。

　

(3) 労働組合の状況

当社グループには、労働組合はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【業績等の概要】

(1) 業績

当連結会計年度におけるわが国経済は、東日本大震災の復興需要を背景に一部回復傾向にあったもの

の、欧州の債務危機や円高の長期化等により、厳しい環境で推移いたしました。また、個人消費について

も、雇用・所得環境が改善されないなか、厳しい環境で推移いたしました。

住宅業界におきましても、住宅関連政策の下支え効果はあるものの、平成23年11月から平成24年10月ま

での持家部門の新設住宅着工戸数は306千戸（前年同期間比0.8％減）となりました。

こうした経営環境の中、当社グループは、太陽光発電装置を価格据え置きで全棟に標準搭載し、従来か

らの基本ポリシーである高耐久性を維持しつつ、値頃感のある環境配慮型商品の販売に注力してまいり

ました。また、収益力改善を図るため、原価低減、経費削減を積極的に推し進めてまいりました。

以上の結果、売上高は546億31百万円（前連結会計年度比11.2％増）、営業利益は50億31百万円（同

27.9％増）、経常利益は44億２百万円（同32.0％増）、当期純利益は42億97百万円（同55.5％増）の増収

増益となりました。

セグメントの業績は、次のとおりであります。

　

＜住宅事業＞

住宅事業につきましては、新規受注が東北地区及び北海道地区を中心に前連結会計年度比21億49百

万円増加したこと等により、完成工事高は前連結会計年度比13億５百万円増加いたしました。また、当

社にとって２棟目のマンションである「ワザック函館・五稜郭　ミヤビコート」が竣工したこと等に

より、販売用不動産売上高も前連結会計年度比34億13百万円増加いたしました。それらの結果、売上高

は466億10百万円（前連結会計年度比11.1％増）、営業利益は50億34百万円（同22.4％増）となりまし

た。

なお、業績の先行指標である受注残高につきましては、前連結会計年度比21億67百万円増と堅調に推

移しております。

　

＜ホテル事業＞

ホテル事業につきましては、前連結会計年度が東日本大震災の影響により大幅な減収減益であった

こと、ネット予約客が増加したこと等により、売上高は71億17百万円（前連結会計年度比13.8％増）と

なり、営業利益は10億２百万円（同62.0％増）となりました。

　

＜ビール事業＞

ビール事業につきましては、既存取引先に対し積極的な営業展開を行ったものの、前連結会計年度に

震災による代替需要が発生したこと等により、売上高は９億３百万円（前連結会計年度比3.6％減）、

営業利益は37百万円（同19.3％減）となりました。
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(2) キャッシュ・フローの状況

当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の残高は、前連結会計年度

末と比較して16億52百万円増加し、59億37百万円となりました。営業活動により58億円の資金を獲得

し、投資活動により９億82百万円、財務活動により31億65百万円の資金をそれぞれ使用しております。

当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。

　

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

営業活動により獲得した資金は58億円（前連結会計年度比8.8％増）となりました。その主たる要因

は、税金等調整前当期純利益43億33百万円、減価償却費12億98百万円及び売上債権の減少３億１百万円

によるものであります。

前連結会計年度と比較して、税金等調整前当期純利益が増加し、その他の棚卸資産の増減による支出

が増加しております。

　

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

投資活動に使用した資金は９億82百万円（前連結会計年度比14.1％増）となりました。その主たる

要因は、有形・無形固定資産の取得10億３百万円によるものであります。

前連結会計年度と比較して、有形及び無形固定資産の取得による支出が増加しております。

　

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

財務活動に使用した資金は、31億65百万円（前連結会計年度比10.9%減）となりました。その主たる

要因は、優先株式の取得34億92百万円及び借入金の純増額７億57百万円によるものであります。

前連結会計年度と比較して、借入金が減少から増加に転じ、優先株式の取得による支出が増加してお

ります。

　

EDINET提出書類

東日本ハウス株式会社(E00197)

有価証券報告書

  9/107



　

２ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当社グループが営んでいる事業の大部分を占める住宅事業及びホテル事業は、生産実績を定義するこ

とが困難であるため、ビール事業に含まれるビールの生産実績を記載しております。

　当連結会計年度における生産の実績は、次のとおりであります。

セグメントの名称 生産高（kl）

ビール事業 1,762

　

(2) 受注状況

当社グループでは、当社の受注が大部分を占めているため、当社の受注状況を記載しております。

　

期別 部門別
前期繰越
工事高
(百万円)

当期受注
工事高
(百万円)

計
(百万円)

当期完成
工事高
(百万円)

次期繰越工事高
(百万円) 当期

施工高
(百万円)手持

工事高
うち施工高

第43期
(自平成22年
　11月１日
至平成23年
　10月31日)

建築部門 19,47540,01459,49037,71621,7739.6％ 2,08338,292

不動産部門 259 3,5223,7822,0921,689 ─ ─ ─

計 19,73543,53763,27239,80923,463 ─ ─ ─

第44期
(自平成23年
　11月１日
至平成24年
　10月31日)

建築部門 21,77342,16363,93739,17624,76011.0％2,71839,810

不動産部門 1,6894,6826,3725,505 867 ― ― ―

計 23,46346,84670,30944,68125,628 ― ― ―

(注) １　上記金額は全て販売価額により表示しております。

２　前期以前に受注した工事で契約の更改により請負金額に変更があるものについては、当期受注工事高にその

増減額を含んでおります。従って当期完成工事高にも、かかる増減額が含まれております。

３　次期繰越工事高の施工高は、未成工事支出金により手持工事高の施工高を推定したものであります。

４　当期施工高は(当期完成工事高＋次期繰越施工高－前期末繰越施工高)に一致いたします。

５　建築部門の完成工事高は、冬季の積雪等の影響により下半期に集中する傾向にあります。

６　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

７　当期完成工事高は、工事完成基準に拠っております。

　

(3) 販売実績

当連結会計年度における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

　

セグメントの名称 金額(百万円) 前年同期比(％)

住宅事業 46,610 ＋ 11.1

ホテル事業 7,117 ＋ 13.8

ビール事業 903 △ 3.6

計 54,631 ＋ 11.2

(注) １　セグメント間の取引については相殺消去しております。

２　総販売実績に対する割合が10％以上の相手先はありません。

３　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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３ 【対処すべき課題】

当社は、過去の多角化経営の失敗による財政状態の悪化、少子高齢化による新設住宅着工戸数の減少見

通しなどにより、不採算店の廃止、徹底した原価低減と固定費削減など、守りの経営＝減収増益経営を

行ってまいりました。その結果、財政状況も改善し、５期連続で当期純利益を計上するなど、収益構造の改

善を図ることができました。

当社は、この状況を踏まえ、平成23年度を初年度とした中期経営計画「飛躍３ヵ年計画」を策定いたし

ております。「飛躍３ヵ年計画」では増収増益経営を目指し、各営業拠点の受注高を過去のピークである

第28期（平成８年10月期）の３分の１以上の水準まで回復させる目標を立て、守りの経営から攻めの経

営へ転換しております。具体的には、拠点数の拡大を図るのではなく、現状の拠点の規模拡大を目指して

まいります。そのための方策として、従来のお客様のご自宅への訪問営業から、お客様にショールーム

『華ぷらざ』へご来場いただき、営業だけでなく、設計、工事、インテリア等を含む全スタッフによるきめ

の細かいご提案を行うスタイルに営業方法を変更してまいります。そして、一生に一度の住宅購入におい

て、お客様に感動を与えられる企業になることを目指してまいります。

また、住宅事業、ホテル事業を中核として、当社グループの総合力を結集し、収益力向上に努めてまいり

ます。

　
４ 【事業等のリスク】

当社グループの経営成績及び事業状況のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項

には以下のようなものがあります。なお、文中における将来に関する事項は、提出日現在において当社グ

ループが判断したものであります。

　
(１) 住宅市況を取り巻く環境の変化について

当社グループは、個人向けの住宅請負建築を中心とした事業活動を行っております。当該事業は、景気

動向、金利及び地価の変動、住宅関連政策及び税制の変更等による個人消費動向の変化に影響を受けやす

く、景気見通しの悪化や金利の大幅な上昇、地価の高騰、消費マインドにマイナスとなる住宅関連政策及

び税制変更等が生じた場合、顧客の購買意欲が低下し、当社グループの経営成績及び財政状態に影響を与

える可能性があります。

　
(２) 法的規制等について

当社グループは、以下の通り、住宅事業において、建設業法に基づき国土交通省から特定建設業許可を、

宅地建物取引業法に基づき国土交通省から宅地建物取引業免許を受けております。また、建築士法に基づ

き各都道府県において一級建築士事務所として登録しております。当社グループの事業の継続には、これ

らの免許、許可及び登録が必要であり、将来において、これらの関連法令が改定された場合や新たな法規

制が設けられた場合には、新たな義務や費用の発生等により、当社グループの業績や財政状態に影響を及

ぼす可能性があります。

さらに、当社グループは、住宅事業においては、上記の他、建築基準法、都市計画法、国土利用計画法、住

宅品質確保促進法等、ホテル事業においては、旅館業法、食品衛生法、温泉法、公衆浴場法等、ビール事業に

おいては酒税法等の規制を受けております。当社グループでは、コンプライアンス規程を設け、これら諸

法令の遵守に努めておりますが、今後これらの規制の改廃や新たな法的規制が設けられた場合には、当社

グループの業績が影響を受ける可能性があります。また、今後、何らかの理由により免許及び登録の取消

・更新欠格による失効等があった場合には、当社グループの主要な事業活動に支障をきたし、業績や財政

状態に重大な影響を及ぼす可能性があります。
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許認可等の別 所轄官庁 許認可等の内容 有効期限
関連する
法律

法令違反の要件及び
主な取消事由

特定建設業許
可

国土交通省

3,000万円を超える建設
工事の全部又は一部を下
請工事(外注工事を含む)
に委託するための許可
国土交通大臣許可
（特-21）第4959号

平成22年１月17日から
平成27年１月16日まで
以後５年ごとに更新

建設業法
建設業許可の取消事由は、
建設業法第29条に定めら
れております。

宅地建物取引
業免許

国土交通省

宅地又は建物の売買、交
換、賃貸の代理、賃貸の媒
介を行うための許可
国土交通大臣免許
（11）第2167号

平成23年12月27日から
平成28年12月26日まで
以後５年ごとに更新

宅地建物
取引業法

宅地建物取引業免許の取
消事由は、宅地建物取引業
法第66条に定められてお
ります。

一級建築士事
務所登録

各都道府県
一級建築士事務所の登録
東京都知事登録
第48939号　他

平成20年７月15日から
平成25年７月15日まで
以後５年ごとに更新　他

建築士法
一級建築士事務所登録の
取消事由は、建築士法第26
条に定められております。

　
(３) 原材料及び資材価格の変動について

当社グループの住宅事業における資材等の調達にあたっては、安定的な調達価格を維持するために、原

則として全支店及び営業所、子会社、協力工場の資材調達窓口を、当社の資材購買部で集約し管理してお

りますが、主要材料である木材、その他原材料及び資材価格等が急激に上昇し、その状況を販売価格に転

嫁することが難しい場合は、当社グループの経営成績及び財政状態に影響を与える可能性があります。

　
(４) 住宅の品質管理及び保証について

住宅事業においては、当社独自の『60年保証制度』を提供するなど、品質管理には万全を期しておりま

すが、販売した物件に重大な瑕疵があるとされた場合には、直接的な原因が当社以外の責任によるもので

あったとしても、売主としての瑕疵担保責任を負う可能性があります。その結果、保証工事費の増加や、当

社の信用の毀損等により、当社グループの経営成績に影響を与える可能性があります。

　
(５) 食品の衛生管理について

ホテル事業においては、ホテル内でレストランを運営しております。提供する食材並びに料理等の衛生

管理については、十分注意するよう徹底しておりますが、万が一食中毒等が発生した場合は賠償費用の発

生や信用の毀損等により、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。

　
(６) ビール製造の品質管理について

ビール事業における製造工程の中で、金属探知機などによる品質管理を徹底しておりますが、万が一異

物混入の発生等があった場合、賠償費用の発生や信用の毀損等により、当社グループの経営成績は影響を

受ける可能性があります。

　
(７) 情報管理について

当社グループは、顧客に関する個人情報や各種の経営に係る重要情報を保有しております。そのため、

それらの情報管理については、システム上のセキュリティ対策や個人情報保護規程等の整備及び運用を

徹底し、社員教育等を積極的に行うなど万全を期しておりますが、万が一情報漏洩が発生した場合には、

顧客からの信用失墜等により、当社グループの経営成績に影響を与える可能性があります。
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(８) 訴訟リスク

当社グループは、様々な事業活動を行っており、それらが訴訟や紛争等の対象となる可能性がありま

す。対象となった場合、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。

　
(９) 自然災害について

大規模な自然災害が発生した場合、施設等の回復費用や事業活動の中断による損失、顧客住宅の点検費

用、当社の主要構造部材である木材、燃料等の供給不足、その他社会的な支援活動による費用の発生等に

より、当社グループの経営成績及び財政状態に影響を与える可能性があります。

　
(10) 退職給付債務について

株式及び債券市場等の変動による年金資産の運用環境の悪化及び金利水準の大幅な変動による年金債

務の割引率の見直し等が生じた場合には、当社グループの経営成績及び財政状態に影響を与える可能性

があります。

　
(11) 減損損失について

当社グループが保有している事業用固定資産について減損処理が必要とされた場合には、当社グルー

プの経営成績及び財政状態に影響を与える可能性があります。

　
(12) 有利子負債依存について

当社及び連結決算における当期末の有利子負債残高及びその総資産に占める割合は、それぞれ190億86

百万円（44.3％）、197億89百万円（42.6％）と依存度が高いため、金利の上昇等は当社グループの経営

成績に影響を与える可能性があります。

　
(13) 引渡時期による業績変動について

当社グループの主力事業である住宅事業においては、工事進行基準が適用される物件を除き、顧客への

物件引渡し時に売上が計上されます。引渡時期については、顧客の生活環境等によるところが大きく、転

勤、天候等の影響があるため第２四半期及び第４四半期に集中する傾向があります。したがって、引渡し

時期の動向が四半期業績を含め、当社グループの経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

　

５ 【経営上の重要な契約等】

特記事項はありません。
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６ 【研究開発活動】

当社グループにおける研究開発活動は、住宅事業において、住宅の基本性能である耐久性・耐震性の向上

を中心に、施工合理化、省エネルギー、デザイン力の強化等に努め、お客様満足度の向上を目指しておりま

す。具体的な活動内容は、次の通りであります。

　

当連結会計年度においては、主な新商品として、太陽光発電システムを搭載し、年間光熱費を限りなくゼ

ロに近づけた省エネ・創エネ住宅「パーフェクトソーラーハウス」、2011グッドデザイン賞を受賞した

「Ｚｉｋｕの家」を発売いたしました。

また、前連結会計年度に引き続き、各住宅関連の賞を取得すべく開発を進め、「WAZAC　LINK」が2012グッ

ドデザイン賞受賞（４期連続）、「Qoo-mo 居間の上の雲」「木のいのち・おうちのはじまり」「『子ども

たちを守ります』の工事現場“復興地域編”」「屋上広場に集まれ！～屋上広場の家～」が第６回キッズ

デザイン賞（３期連続）、平成24年度住宅・建築物省CO2先導事業採択の三賞を受賞いたしました。

研究開発活動といたしまして、品質向上及び施工合理化を目的に、技術整備を進めております。高耐久コ

ンクリート基礎の耐久性評価、施工合理化に向けて、工学院大学、（財）建材試験センターとの共同研究を

継続しており、研究成果を2012年度日本建築学会大会において発表いたしました。木造軸組工法らしさを活

かす耐力壁の開発として、高倍率真壁耐力壁および桧格子耐力壁の国土交通大臣認定を取得いたしました。

また、「耐震＋制震」のグッドストロング工法開発にあたり、制震パネルの性能確認のため構造実験を実施

しデータ整備を進めております。

なお、当連結会計年度における研究開発費の総額は３百万円であります。
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７ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 財政状態の分析

当連結会計年度末の資産合計は、前連結会計年度末と比較して、23億45百万円増加し、464億41百万円

となりました。

流動資産は27億57百万円増加し、158億23百万円となりました。主な要因は、現金預金の増加16億51百

万円及び販売用不動産の増加16億42百万円によるものであります。また、固定資産は４億８百万円減少

し、306億10百万円となりました。

流動負債は29億43百万円増加し、170億45百万円となりました。主な要因は、短期借入金の増加12億80

百万円及び１年内返済予定の長期借入金の増加６億２百万円によるものであります。また、固定負債は

11億68百万円減少し、188億81百万円となりました。主な要因は、長期借入金の減少11億25百万円による

ものであります。

当連結会計年度末の純資産合計は、前連結会計年度末と比較して、５億70百万円増加し、105億14百万

円となりました。当期純利益の計上により利益剰余金が42億97百万円増加し、Ａ種及びＢ種優先株式の

取得及び消却により利益剰余金が34億92百万円減少しております。

この結果、当連結会計年度末における自己資本比率は、前連結会計年度末と比較して0.1ポイント上

昇し22.4％となりました。

　

(2) キャッシュ・フローの分析

　

　
前連結会計年度
(百万円)

当連結会計年度
(百万円)

増減
(百万円)

営業活動によるキャッシュ・フロー 5,331 5,800 ＋ 469

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 861 △ 982 △ 121

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 3,554 △ 3,165 ＋ 388

分析については、「第２事業の状況、１業績等の概要　(２)キャッシュ・フローの状況」をご参照くだ

さい。

なお、当企業集団のキャッシュ・フロー指標のトレンドは次のとおりであります。

　

　 前連結会計年度 当連結会計年度

自己資本比率　(％) 22.3 22.4

時価ベースの自己資本比率　(％) 20.1 28.3

債務償還年数　(年) 3.5 3.4

インタレスト・カバレッジ・レシオ 7.5 8.8

 (注) １　時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産

 ２　債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー

 ３　インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払

         (１) 各指標はいずれも連結ベースの財務数値により計算しております。

　　　　 (２) 株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式総数により算出しております。

　　　　 (３) 営業キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを

        使用しております。

　　　  有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち、利子を支払っている全ての負債を対象

　　　　としております。また、利払については、連結キャッシュ・フロー計算書の利息支払額を使用してお

　　　　ります。

　

(3) 経営成績の分析

「第２事業の状況、１業績等の概要　(１)業績」をご参照ください。
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第３ 【設備の状況】

１ 【設備投資等の概要】

当連結会計年度の設備投資総額は1,347百万円であります。

　

　(1)  住宅事業

当連結会計年度の設備投資額は1,114百万円であります。主なものとしてモデルハウス９棟(282百

万円)、マンションショールーム用地及び建物（173百万円）、ソフトウェア（202百万円）を取得いた

しました。

なお、モデルハウス６棟をリース会社に売却し、当該モデルハウスリースを受けております。

　

　(2)　ホテル事業

当連結会計年度の設備投資総額は213百万円であります。主なものとして栃木県宇都宮市他のホテ

ルの宴会場他改装工事（128百万円）を実施いたしました。

　
２ 【主要な設備の状況】

(1) 提出会社

平成24年10月31日現在

事業所名
（所在地）

セグメント
の名称

設備の内容

帳簿価額(百万円)
従業
員数
(名)

建物・
構築物

機械・
運搬具
・備品

土地
(面積
千㎡)

リース
資産

合計

本社ビル
（岩手県盛岡市・東京都千代田区)

住宅事業・
全社

事務所 721 38
1,803
(0)

17 2,580107

寮・社宅等
（岩手県盛岡市他)

住宅事業・
全社

寮・社宅等 150 1
646
(8)

― 798 ―

支店・営業所69店
（愛知県名古屋市中区他)

住宅事業
事務所
モデルハウス
賃貸用事務所

1,859103
3,012
(16)
[1]

9045,8791,201

ホテル東日本宇都宮
（栃木県宇都宮市)

ホテル事業
ホテル
(注)２

4,543 81
2,964
(12)
[4]

― 7,588 ―

ホテル東日本森の風鴬宿他
（岩手県雫石町他)

ホテル事業
ホテル
リゾート施設
(注)２

5,277 66
1,356
(478)
[224]

― 6,700 ―

その他賃貸用資産
（北海道岩見沢市他)

住宅事業 アパート等 16 0
85
(2)

― 102 ―
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(2) 連結子会社

平成24年10月31日現在

会社名
事業所名
(所在地)

セグメント
の名称

設備の
内容

帳簿価額(百万円)
従業
員数
(名)

建物・
構築物

機械・
運搬具
・備品

土地
(面積
千㎡)

リース
資産

合計

㈱東日本ウッド
ワークス北海道

白老工場
（北海道白老町)

住宅事業 工場 316 48
228
(26)

― 593 25

㈱東日本ウッド
ワークス中部

プレカット工場
（三重県伊賀市）

住宅事業 工場 200 65
156
(19)

― 423 29

㈱ホテル東日本
ホテル東日本盛岡
（岩手県盛岡市)

ホテル事業 ホテル 532 145
230
(0)
[2]

17 925 61

㈱銀河高原ビー
ル

ビール工場
（岩手県和賀郡西和賀町)

ビール事業 工場 301 121
―

[200]
― 422 16

(注) １　土地欄の［　］内は、賃借分の面積であり外数であります。

２　提出会社が、連結子会社である㈱ホテル東日本に賃貸しております。

３　帳簿価額には、建設仮勘定を含んでおりません。

４　リース契約による賃借設備の主なものは次のとおりであります。

　　　①提出会社

設備の内容 セグメントの名称 数量 年間支払リース料 備考

モデルハウス 住宅事業 10棟 49百万円所有権移転外

ファイナンスリース
パソコン等 住宅事業 3台 5百万円

複合機・複写機 住宅事業 96台 20百万円

　
３ 【設備の新設、除却等の計画】

(1) 重要な設備の新設等

当連結会計年度末現在における重要な設備の新設等は、次のとおりであります。

　

会社名
事業所名
(所在地)

セグメント
の名称

設備の
内容

投資予定額

資金調達方法 着手年月
完了予定
年月

完成後の
増加能力総額

(百万円)
既支払額
(百万円)

提出会社
札幌支店他13ヶ
所（北海道札幌
市清田区他）

住宅事業
モデル
ハウス

418 20
リース会社
への売却代
金

平成24年
８月

平成25年
10月

―

提出会社

ホテル東日本宇
都宮他２ヶ所
（栃木県宇都宮
市他）

ホテル事業
宿泊施設
設備機器

112 ― 銀行借入
平成25年
１月

平成25年
10月

―

㈱ホテル
東日本

ホテル東日本盛
岡他３ヶ所（岩
手県盛岡市他）

ホテル事業
宿泊施設
設備機器

150 ―

リース会社
への売却代
金および銀
行借入

平成25年
１月

平成25年
10月

―

　

(2) 重要な設備の除却等

経常的な設備の更新のための除売却を除き、該当事項はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】
　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 93,821,000

Ａ種優先株式 10,000,000

Ｂ種優先株式 4,000,000

計 107,821,000

(注) 　平成25年１月29日開催の第44期定時株主総会において定款の一部変更が決議され、発行可能株式総数は同日

より、Ａ種優先株式が10,000,000株、Ｂ種優先株式が4,000,000株減少し、それぞれ０となっております。

　
② 【発行済株式】

　

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(平成24年10月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成25年１月29日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 45,964,84245,964,842
㈱大阪証券取引所
ＪＡＳＤＡＱ
（スタンダード）

単元株式数　1,000株
　　(注)　１

計 45,964,84245,964,842― ―

(注) １　権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式であります。

　　 ２　平成24年３月27日開催の取締役会において、Ａ種優先株式の一部6,844,000株を取得及び消却することを決議

し平成24年５月22日に実施いたしました。

平成24年４月23日開催の取締役会において、Ａ種優先株式の一部3,156,000株を取得及び消却することを

決議し平成24年５月22日に実施いたしました。これに伴い、Ａ種優先株式は全て消却いたしました。

　　 ３　平成23年11月28日開催の取締役会において、Ｂ種優先株式の一部500,000株を取得及び消却することを決議し

平成23年12月13日に実施いたしました。これに伴い、Ｂ種優先株式は全て消却いたしました。

　
(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。
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(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　

①　Ａ種優先株式

　
第４四半期会計期間

(平成24年８月１日から
平成24年10月31日まで)

第44期
(平成23年11月１日から
平成24年10月31日まで)

当該期間に権利行使された当該行使価額修正条項付新株予約
権付社債券等の数

― ―

当該期間の権利行使に係る交付株式数 ― ―

当該期間の権利行使に係る平均行使価額等 ― ―

当該期間の権利行使に係る資金調達額 ― ―

当該期間の末日における権利行使された当該行使価額修正条
項付新株予約権付社債券等の数の累計

― ―

当該期間の末日における当該行使価額修正条項付新株予約権
付社債券等に係る累計の交付株式数

― ―

当該期間の末日における当該行使価額修正条項付新株予約権
付社債券等に係る累計の平均行使価額等

― ―

当該期間の末日における当該行使価額修正条項付新株予約権
付社債券等に係る累計の資金調達額

― ―

(注)　当事業年度において行使はありません。なお、平成24年５月22日付で、10,000,000株を取得及び消却したこと

に伴い、当事業年度末の発行残高は０となっております。

　
②　Ｂ種優先株式

　
第４四半期会計期間

(平成24年８月１日から
平成24年10月31日まで)

第44期
(平成23年11月１日から
平成24年10月31日まで)

当該期間に権利行使された当該行使価額修正条項付新株予約
権付社債券等の数

― ―

当該期間の権利行使に係る交付株式数 ― ―

当該期間の権利行使に係る平均行使価額等 ― ―

当該期間の権利行使に係る資金調達額 ― ―

当該期間の末日における権利行使された当該行使価額修正条
項付新株予約権付社債券等の数の累計

― ―

当該期間の末日における当該行使価額修正条項付新株予約権
付社債券等に係る累計の交付株式数

― ―

当該期間の末日における当該行使価額修正条項付新株予約権
付社債券等に係る累計の平均行使価額等

― ―

当該期間の末日における当該行使価額修正条項付新株予約権
付社債券等に係る累計の資金調達額

― ―

(注)　当事業年度において行使はありません。なお、平成23年12月13日付で、500,000株を取得及び消却したことに

伴い、当事業年度末の発行残高は０となっております。

　
(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。
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(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成20年１月30日
(注)１

─ 59,964,842 ─ 3,873 △ 2,000 ―

平成20年１月30日
(注)２

─ 59,964,842 ─ 3,873 20 20

平成21年１月30日
(注)３

△500,00059,464,842 ─ 3,873 ─ 20

平成21年６月９日
(注)４

△500,00058,964,842 ─ 3,873 ─ 20

平成22年10月15日
(注)５

△500,00058,464,842 ─ 3,873 ─ 20

平成23年２月１日
(注)６

△1,500,00056,964,842 ─ 3,873 ─ 20

平成23年10月14日
(注)７

△500,00056,464,842 ─ 3,873 ─ 20

平成23年12月13日
(注)８

△500,00055,964,842 ─ 3,873 ─ 20

平成24年５月22日
(注)９

△6,844,00049,120,842 ─ 3,873 ─ 20

平成24年５月22日
(注)10

△3,156,00045,964,842 ─ 3,873 ─ 20

(注) １　会社法第448条第１項の規定に基づき、資本準備金を減少し、その他資本剰余金へ振替えたものであります。

２　平成20年１月30日に、その他資本剰余金を原資としたＢ種優先株式に対する配当209百万円を実施したことに

伴い、資本準備金が20百万円増加しております。

３　平成20年12月26日開催の取締役会においてＢ種優先株式の一部500,000株を取得及び消却することを決議し

平成21年１月30日に実施いたしました。

４　平成21年６月５日開催の取締役会においてＢ種優先株式の一部500,000株を取得及び消却することを決議し

平成21年６月９日に実施いたしました。

５　平成22年10月５日開催の取締役会においてＢ種優先株式の一部500,000株を取得及び消却することを決議し

平成22年10月15日に実施いたしました。

６　平成23年１月17日開催の取締役会においてＢ種優先株式の一部1,500,000株を取得及び消却することを決議

し平成23年２月１日に実施いたしました。

７　平成23年10月４日開催の取締役会においてＢ種優先株式の一部500,000株を取得及び消却することを決議し

平成23年10月14日に実施いたしました。

８　平成23年11月28日開催の取締役会においてＢ種優先株式の一部500,000株を取得及び消却することを決議し

平成23年12月13日に実施いたしました。

９　平成24年３月27日開催の取締役会においてＡ種優先株式の一部6,844,000株を取得及び消却することを決議

し平成24年５月22日に実施いたしました。

10　平成24年４月23日開催の取締役会においてＡ種優先株式の一部3,156,000株を取得及び消却することを決議

し平成24年５月22日に実施いたしました。
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(6) 【所有者別状況】

平成24年10月31日現在

区分

株式の状況(１単元の株式数1,000株)
単元未満
株式の状況
(株)

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等 個人
その他

計
個人以外 個人

株主数
(人)

― 15 33 122 46 4 5,1555,375 ―

所有株式数
(単元)

― 6,6542,759 907 4,031 6 31,35145,708256,842

所有株式数
の割合(％)

― 14.56 6.04 1.98 8.82 0.01 68.59100.00 ―

(注) １　自己株式93,497株は「個人その他」に93単元及び「単元未満株式の状況」に497株を含めて記載しておりま

す。

２　証券保管振替機構名義株式8,000株は「その他の法人」に８単元を含めて記載しております。

　
(7) 【大株主の状況】

平成24年10月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

東日本ハウス社員持株会 東京都千代田区飯田橋四丁目３番８ 4,177 9.09

中　村　　功 岩手県盛岡市 2,495 5.43

日本トラスティ・サービス信託銀行㈱
（信託口）（注）１

東京都中央区晴海１丁目８番11号 1,831 3.98

東友会・東盛会持株会 東京都千代田区飯田橋四丁目３番８ 1,522 3.31

㈱みずほ銀行 東京都千代田区内幸町一丁目１番５号 1,323 2.88

日本マスタートラスト信託銀行㈱　
（信託口）（注）１

東京都港区浜松町２丁目11番３号 1,245 2.71

みずほインベスターズ証券㈱（注）３ 東京都中央区日本橋蛎殻町二丁目10番30号 962 2.09

SSBT OD05 OMNIBUS ACCOUNT －
TREATY CLIENTS
(常任代理人　香港上海銀行東京支店カ
ストディ業務部)（注）２

オーストラリア・シドニー
（東京都中央区日本橋３丁目11番１号）

870 1.89

ステイトストリートバンクアンドトラ
ストカンパニー
(常任代理人　㈱みずほコーポレート銀
行決済営業部)（注）２

アメリカ・ボストン
（東京都中央区月島４丁目16番13号）

850 1.85

大阪証券金融㈱ 大阪府大阪市中央区北浜２丁目４番６号 592 1.29

計 ― 15,868 34.52

(注) １　各社の所有株式は、全て各社が証券投資信託等の信託を受けている株式であります。

２　主として欧米の機関投資家の所有する株式の保管業務を行うとともに、当該機関投資家の株式名義人となって

おります。

３　当事業年度末現在大株主であったみずほインベスターズ証券㈱は、平成25年１月４日付でみずほ証券㈱に吸収

合併されております。

４　前事業年度末現在主要株主であった㈲東日本ハウスホールディングスは、当事業年度末では主要株主ではなく

なりました。
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(8) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成24年10月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)

普通株式
93,000

― ―

完全議決権株式(その他)
 普通株式

45,615,000
45,615 ―

単元未満株式
 普通株式

256,842
― ―

発行済株式総数 45,964,842― ―

総株主の議決権 ― 45,615 ―

(注) １　単元未満株式には、当社所有の自己株式497株が含まれております。

２　完全議決権株式(その他)の欄には、証券保管振替機構名義の株式8,000株(議決権８個)が含まれております。

　

② 【自己株式等】

平成24年10月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数の
合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
東日本ハウス㈱

岩手県盛岡市長田町２番20号 93,000 ─ 93,000 0.2

計 ― 93,000 ─ 93,000 0.2

　

(9) 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。
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２ 【自己株式の取得等の状況】

　【株式の種類等】　

会社法第155条第１号によるＡ種優先株式及びＢ種優先株式の取得及び会社法第155条第７号による普

通株式の取得
　

(1) 【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。
　

(2) 【取締役会決議による取得の状況】

会社法第155条第１号によるＢ種優先株式の取得　

区分 株式数(株) 価額の総額(千円)

取締役会（平成23年11月28日）での決議
状況（取得日　平成23年12月13日）

500,000 553,850

当事業年度前における取得自己株式 ― ―

当事業年度における取得自己株式 500,000 553,850

残存決議株式の総数及び価額の総額 ― ―

当事業年度の末日現在の未行使割合(％) ― ―

当期間における取得自己株式 ― ―

提出日現在の未行使割合（％） ― ―

　

会社法第155条第１号によるＡ種優先株式の取得　

区分 株式数(株) 価額の総額(千円)

取締役会（平成24年３月27日）での決議
状況（取得日　平成24年５月22日）

6,844,000 1,945,749

当事業年度前における取得自己株式 ― ―

当事業年度における取得自己株式 6,844,000 1,945,749

残存決議株式の総数及び価額の総額 ― ―

当事業年度の末日現在の未行使割合(％) ― ―

当期間における取得自己株式 ― ―

提出日現在の未行使割合（％） ― ―

　

会社法第155条第１号によるＡ種優先株式の取得　

区分 株式数(株) 価額の総額(千円)

取締役会（平成24年４月23日）での決議
状況（取得日　平成24年５月22日）

3,156,000 992,877

当事業年度前における取得自己株式 ― ―

当事業年度における取得自己株式 3,156,000 992,877

残存決議株式の総数及び価額の総額 ― ―

当事業年度の末日現在の未行使割合(％) ― ―

当期間における取得自己株式 ― ―

提出日現在の未行使割合（％） ― ―
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(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

会社法第155条第７号による普通株式の取得

区分 株式数(株) 価額の総額(千円)

当事業年度における取得自己株式 4,585 1,356

当期間における取得自己株式 750 227

　(注)当期間における取得自己株式には、平成25年１月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買

取りによる株式数は含まれておりません。

　

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

　

区分 株式の種類
当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の
総額(千円)

株式数(株)
処分価額の
総額(千円)

引き受ける者の募集を行った
取得自己株式

─ ― ― ― ―

消却の処分を行った取得自己株式 Ａ種優先株式 10,000,0002,938,626 ― ―

消却の処分を行った取得自己株式 Ｂ種優先株式 500,000553,850 ― ―

合併、株式交換、会社分割に係る
移転を行った取得自己株式

普通株式 13,440 2,583 ― ―

その他(単元未満株式の買増請求に
よる売渡)

普通株式 ― ― 750 264

保有自己株式数 普通株式 93,497 ─ 93,497 ─

　(注)当期間における保有自己株式数には、平成25年１月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の

買取り及び買増しによる株式数は含まれておりません。

　

３ 【配当政策】

当社は、株主の皆様に対する利益還元を重要政策のひとつと考えており、安定的な配当の維持を基本に、

経営基盤の強化に必要な内部留保の確保などを総合的に勘案し、利益配分を行っていく方針であります。

当社は、期末配当として年１回の剰余金の配当を行うことを基本方針としております。なお「取締役会の

決議によって毎年４月30日を基準日として中間配当をすることができる。」旨を定款に定めております。こ

れらの剰余金の配当の決定機関は、期末配当については株主総会、中間配当については取締役会でありま

す。

当事業年度の剰余金の配当につきましては、上記の方針に基づき、１株当たり10円といたしました。

（注）基準日が当事業年度に属する剰余金の配当は、以下のとおりであります。

決議年月日 株式の種類
配当金の総額 １株当たり配当額
（百万円） （円）

平成25年１月29日
定時株主総会決議

普通株式 458 10
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４ 【株価の推移】

(1)　普通株式

① 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

　

回次 第40期 第41期 第42期 第43期 第44期

決算年月 平成20年10月 平成21年10月 平成22年10月 平成23年10月 平成24年10月

最高(円) 185 153 162 325 446

最低(円) 73 94 98 120 170

(注)　最高・最低株価は、平成22年３月31日まではジャスダック証券取引所におけるものであります。なお、平成22年４

月１日以降は大阪証券取引所（ＪＡＳＤＡＱ市場）におけるものであり、平成22年10月12日以降は大阪証券取

引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）におけるものであります。

　

② 【最近６月間の月別最高・最低株価】

　

月別 平成24年５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月

最高(円) 446 432 443 384 335 310

最低(円) 321 320 336 304 292 280

(注)　最高・最低株価は、大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）におけるものであります。
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５ 【役員の状況】
　

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

代表
取締役
社長

事業統轄
本部長

成　田　和　幸 昭和28年４月20日生

昭和51年４月 当社入社

(注)３ 544

平成２年12月 当社函館支店長

平成５年１月 当社取締役就任

平成６年11月 当社北海道ブロック長

平成７年８月 当社首都圏ブロック長兼横浜支店長

平成13年７月 当社常務取締役就任

平成13年11月 当社営業・技術本部副本部長

平成14年４月 当社代表取締役社長就任兼営業・技術本

部長

平成14年11月 当社代表取締役社長就任（現任)

平成23年11月 当社事業統轄本部長（現任)

常務
取締役

東日本ハウス
事業部
本部長

沖　田　髙　広 昭和33年４月16日生

昭和52年３月 当社入社

(注)３ 85

平成元年11月 当社八戸支店長

平成14年５月 当社郡山支店長

平成17年５月 当社執行役員就任

平成17年５月 当社甲信ブロック統括兼松本支店長

平成17年11月 当社北関東ブロック統括兼栃木支店長

平成18年１月 当社取締役就任

平成19年３月 当社関東甲信ブロック統括兼栃木支店長

平成20年９月 当社執行役員就任

平成21年11月当社北関東ブロック統括兼栃木支店長

平成22年11月当社東日本ハウス事業部本部長（現任)

平成23年11月 当社常務取締役就任（現任)

常務
取締役

業務統轄
本部長

名　取　弘　文 昭和33年１月31日生

昭和51年４月 ㈱第一勧業銀行（現㈱みずほ銀行）入行

(注)３ ―

平成12年７月 同行（現㈱みずほ銀行）足利支店長

平成14年７月 ㈱みずほ銀行錦糸町支店長

平成16年５月 同行業務部支店業務第五ユニット支店担

当部長

平成19年４月 同行千葉支店長

平成21年８月 みずほローンエキスパーツ㈱専務取締役

平成25年１月 当社入社

平成25年１月 当社顧問

平成25年１月 当社常務取締役就任（現任)

平成25年１月 当社業務統轄本部長（現任)

取締役

東海・関西
ブロック
統括兼

名古屋支店長

武　藤　清　和 昭和36年３月９日生

昭和54年３月 当社入社

(注)３ 56

平成６年12月 当社町田支店長

平成14年４月 当社横浜支店長

平成16年５月 当社四日市支店長

平成17年11月 当社金沢支店長

平成17年11月 当社執行役員就任

平成18年11月 当社やまと事業部長

平成19年11月 当社やまと事業部本部長

平成20年11月 当社東日本ハウス事業部本部長

平成22年11月 当社中部ブロック統括兼名古屋支店長

平成23年１月 当社取締役就任（現任）

平成24年11月 当社東海・関西ブロック統括兼名古屋支

店長（現任）
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

取締役

住・環境
リフォーム
事業部
本部長

真　田　和　典 昭和38年２月７日生

昭和58年４月 当社入社

(注)３ 80

平成８年３月 当社長崎営業所長

平成10年11月 当社鹿児島支店長

平成17年１月 当社静岡支店長

平成17年11月 当社やまと事業部長

平成18年11月 当社執行役員就任

平成18年11月 当社Ｊ・エポック事業部長

平成19年11月 当社Ｊ・エポック事業部本部長

平成20年11月 当社Ｊ・エポックホーム事業部本部長

平成22年５月 当社住・リフォーム事業部本部長兼環境

事業部長

平成22年11月 当社住・環境リフォーム事業部本部長

（現任）

平成23年１月 当社取締役就任（現任）

取締役

北海道
ブロック
統括兼
札幌支店長

中　川　政　輝 昭和45年12月27日生

平成３年４月 当社入社

(注)３ 77

平成14年４月 当社函館支店長

平成19年３月 当社北海道ブロック副統括兼函館支店長

平成19年11月 当社執行役員就任

平成22年１月 当社取締役就任（現任）

平成22年11月 当社北海道ブロック統括兼札幌支店長

（現任）

取締役

Ｊ・エポック
ホーム
事業部
本部長

南　保　　　隆 昭和35年３月７日生

昭和53年３月 当社入社

(注)３ 45

平成５年11月 当社小樽営業所長

平成６年11月 当社小樽支店長

平成11年11月 当社北北海道ブロック統括兼釧路支店長

平成17年５月 当社執行役員就任

平成19年３月 当社住・リフォーム事業部長

平成19年11月 当社住・リフォーム事業部本部長

平成22年５月 当社Ｊ・エポックホーム事業部本部長

（現任）

平成25年１月 当社取締役就任（現任）

取締役

東北
ブロック
統括兼
福島支店長

松　田　政　嗣 昭和38年８月９日生

平成７年４月 当社入社

(注)３ 21

平成14年５月 当社八戸支店長

平成19年１月 当社執行役員就任

平成19年１月 当社北東北ブロック統括兼盛岡支店長

平成22年11月 当社東北ブロック統括兼福島支店長(現

任)

平成25年１月 当社取締役就任（現任）

取締役 　 柴　谷　　　晃 昭和30年９月27日生

昭和58年４月 判事補任官

(注)３ 1

昭和63年４月 最高裁判所書記官研修所教官任官

平成３年４月 弁護士登録

平成５年６月 新八重洲法律事務所設立（現任）

平成10年６月 ㈱マサル監査役（現任）

平成24年１月 当社取締役就任（現任)
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

常勤
監査役

　 青　苅　雅　肥 昭和31年８月20日生

昭和50年３月 当社入社

(注)４ 60

平成４年５月 当社南大阪営業所長

平成10年11月 当社経理部長

平成13年11月 当社財務部長

平成16年11月 当社執行役員就任

平成19年１月 当社取締役就任

平成19年５月 当社財務・総務担当兼人事部長

平成20年３月 当社経理部長

平成20年９月 当社執行役員就任

平成20年10月 当社経理担当

平成20年11月 当社経理担当兼人事部長

平成21年11月 当社経理・財務担当

平成23年11月 当社常務取締役就任

平成23年11月 当社業務統轄本部長

平成25年１月 当社常勤監査役就任（現任)

監査役 　 小　杉　道　夫 昭和22年12月14日生

昭和46年４月 ㈱日本勧業銀行（現㈱みずほ銀行）入行

(注)５ 8

平成６年２月 同行（現㈱みずほ銀行）赤羽支店長

平成９年４月 同行（㈱みずほ銀行）三鷹支店長

平成11年２月 同行（現㈱みずほ銀行）千葉支店長

平成20年７月 ㈱テクノ菱和専務取締役就任

平成22年１月 ㈱中部商事常勤監査役就任

平成22年１月 当社監査役就任（現任）

平成23年６月 ㈱イーエルエム常勤監査役就任（現任)

監査役 　 飯　塚　良　成 昭和39年12月30日生

平成２年10月 センチュリー監査法人入所（現新日本有

限責任監査法人)

(注)６ ─

平成６年８月 公認会計士登録

平成16年６月 税理士登録

平成16年７月 飯塚公認会計士事務所開設同所代表（現

任）

平成17年６月 理想科学工業㈱監査役就任（現任)

平成22年１月 当社監査役就任（現任)

計 　 977

　
　

(注) １　取締役柴谷晃氏は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。

２　監査役小杉道夫氏、飯塚良成氏の２名は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。

３　平成25年１月29日開催の定時株主総会選任後、１年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株

主総会の終結の時までです。

４　平成25年１月29日開催の定時株主総会の時をもって辞任した前常勤監査役小関和夫氏の補欠として選任され

たため、当社定款の定めにより退任された前監査役の任期満了の時までとなります。従いましてその任期は、

平成24年１月26日開催の定時株主総会選任後、４年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時

株主総会の終結の時までです。

５　平成22年１月28日開催の定時株主総会選任後、４年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株

主総会の終結の時までです。

６　平成24年１月26日開催の定時株主総会選任後、４年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株

主総会の終結の時までです。

７　当社では、意思決定・監督機能と業務執行機能を明確に分離することにより、意思決定の迅速化と経営の効率

性を向上させ、企業統治の強化を図るため、また、若手人材を積極的に登用し、組織の活性化と次世代の経営幹

部の育成を図るため、執行役員制度を導入しております。

　 平成25年１月29日現在の執行役員は次のとおりであります。

氏名 職名

小　嶋　慶　晴 不動産事業部本部長兼マイタウン課担当部長

高　橋　正　明 北陸・甲信越ブロック統括兼新潟支店長
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６ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】

(1) 【コーポレート・ガバナンスの状況】

①　コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

当社グループは、「日本の住文化に貢献する」、「報恩感謝の心で行動する」、「日本一安心して任

せられる会社を目指す」という企業理念のもと、人として正しい行動を優先することを基本指針とし

経営しております。コーポレート・ガバナンスに関しましては、経営の透明性・健全性を確保し、迅速

な意思決定による経営の効率化により、株主の皆様をはじめとする各ステークホルダーの信頼に応え

ていくことを目指しております。

　
②　会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況

イ　企業統治の体制の概要

当社は監査役制度を採用しております。取締役会は意思決定と業務執行の監督、監査役会は取締役

の業務監査、内部監査室は各業務執行部門の業務監査を担当するほか、コンプライアンス委員会、リ

スクマネジメント委員会等の設置により、内部統制制度の充実に努めております。

　

ロ　会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況

・取締役会

取締役会は、本有価証券報告書提出日現在社外取締役１名を含む９名で構成されており、原則月

１回開催し、経営の基本方針、法令、定款、社内規程で定められた重要事項の決定をするとともに、

業務執行を監督しております。なお、経営責任をより明確にするため、平成19年１月より取締役の

任期を１年としております。また、「意思決定・監督機能」と「業務執行機能」を分離し、意思決

定の迅速性、経営効率の向上、監督機能の強化を目的として、平成16年４月より執行役員制度を導

入しております。

　

・監査役会

監査役会は、本有価証券報告書提出日現在社外監査役２名を含む３名で構成されており、監査役

会が定めた監査方針・業務分担に従い、取締役会を含む社内の重要な会議に出席するほか、当社及

びグループ各社の財産及び業務の調査等により、取締役の業務執行を監査しております。

　

・コンプライアンス委員会

法令遵守を徹底させるため、コンプライアンス委員会を設置し、コンプライアンス・プログラム

の策定、コンプライアンス勉強会の実施等を行っております。また、社内通報制度により、実効性の

確保に努めております。

　

・リスクマネジメント委員会

当社及びグループの抱える様々なリスクの把握、予防、事後対策、再発防止策等を一元管理する

ため、リスクマネジメント委員会を設置しております。また、下部組織としてリスクワーキンググ

ループを設け、当社グループに内在するリスクの抽出、リスクの顕在化に対する現状の予防策の有

効性の評価、予防対応策の策定、予防対応実施状況のモニタリングを行っております。

　

・内部監査及び監査役監査の状況

内部監査部門として社長直轄の内部監査室（本有価証券報告書提出日現在４名）を設置し、当

社及びグループ各社の法令・規程等の遵守状況を含む業務全般に関して、定期的に監査及び報告

を行っております。なお、内部監査室及び監査役は、会計監査人を含めて情報交換等を行い、相互連

携を図りながら監査の実効性の向上に努めております。
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・会計監査の状況

当社は、優成監査法人と監査契約を締結し、会社法及び金融商品取引法に基づく会計監査を受け

ております。当社の会計監査業務を執行した公認会計士は、加藤善孝氏、須永真樹氏、宮崎哲氏であ

り、当社の会計監査業務にかかる補助者は、公認会計士４名、公認会計士試験合格者12名、その他３

名であります。なお、会計監査業務を執行した公認会計士の継続監査年数については、全員が７年

以内であるため記載を省略しております。

　

・社外取締役及び社外監査役との関係

当社の社外取締役である柴谷晃氏は弁護士であり、法律の専門家として当社の経営に適切な助

言を行えると考えております。柴谷晃氏は㈱マサル監査役であります。なお、柴谷晃氏と当社の間

に特別な利害関係はありません。

なお、独立性に関する基準は策定しておりません。

当社の社外監査役である小杉道夫氏は大手銀行の出身者であり、企業経営に関する豊富な実務

経験を有しております。小杉道夫氏は㈱イーエルエム監査役であります。なお、小杉道夫氏と当社

の間に特別な利害関係はありません。

当社の社外監査役である飯塚良成氏は公認会計士であり、財務会計に関する豊富な実務経験を

有しており、一般株主と利益相反が生じることのない独立役員に指定しております。飯塚良成氏は

飯塚公認会計士事務所代表、理想科学工業㈱監査役であります。

社外監査役は、会計監査人が実施した監査の概要及び監査結果、並びに内部監査室が実施した業

務監査について、定期的に報告を受けるとともに、意見及び情報交換を行っております。

なお、独立性に関する基準は策定しておりません。

　
以上の状況を図示すると次のとおりであります。
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③　役員報酬の内容

イ  提出会社の役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

役員区分
報酬等の総額
(百万円)

報酬等の種類別の総額(百万円) 対象となる
役員の員数
(名)基本報酬 賞与

役員退職慰労引当
金の当期増加額

取締役
(社外取締役を除く)

271 148 50 72 6

監査役
(社外監査役を除く)

12 8 2 1 1

社外役員 5 3 1 0 3

(注）取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。

　

ロ  提出会社の役員ごとの連結報酬等の総額等

氏名
連結報酬等の総額
(百万円)

役員区分 会社区分

連結報酬等の種類別の額等(百万円)

基本報酬 賞与
役員退職慰労引当
金繰入額

成田　和幸 153取締役 提出会社 72 25 56

　

ハ　役員の報酬等の額の決定に関する方針

役員の報酬については、株主総会で決議された限度内で、取締役については取締役会の決議によ

り、監査役については監査役の協議により決定しております。

なお、取締役の報酬限度額は、平成22年１月28日開催の第41期定時株主総会において年額300百万

円以内（ただし、使用人分給与は含まない。）、監査役の報酬限度額は、平成６年１月27日開催の第25

期定時株主総会において年額50百万円以内と決議されております。

　
④　株式の保有状況

イ  保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式

銘柄数　　　　　　　　　　　 9銘柄

貸借対照表計上額の合計額　　23百万円

　

ロ  保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式の銘柄、保有区分、株式数、貸借対照表計上額及

び保有目的

　
（前事業年度）

特定投資株式

銘柄
株式数
（株）

貸借対照表
計上額
（百万円）

保有目的

㈱みずほフィナンシャルグループ 57,168 6 取引関係等の維持・強化

東北電力㈱ 6,080 5 取引関係等の維持・強化

㈱三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ 11,469 3 取引関係等の維持・強化

㈱トスネット 12,000 3 取引関係等の維持・強化

富士変速機㈱ 5,700 1
担保提供を受けた投資有価証券の
担保権を実行し取得後、継続保有

東亞合成㈱ 250 0
担保提供を受けた投資有価証券の
担保権を実行し取得後、継続保有
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（当事業年度）

特定投資株式

銘柄
株式数
（株）

貸借対照表
計上額
（百万円）

保有目的

㈱みずほフィナンシャルグループ 57,168 7 取引関係等の維持・強化

㈱三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ 11,469 4 取引関係等の維持・強化

㈱トスネット 12,000 4 取引関係等の維持・強化

東北電力㈱ 6,080 3 取引関係等の維持・強化

富士変速機㈱ 5,700 1
担保提供を受けた投資有価証券の
担保権を実行し取得後、継続保有

東亞合成㈱ 250 0
担保提供を受けた投資有価証券の
担保権を実行し取得後、継続保有

　

みなし保有株式

該当事項はありません。
　

ハ  保有目的が純投資目的である投資株式

該当事項はありません。
　

⑤　取締役の定数及び選任

当社の取締役は20名以内とする旨を定款に定めております。

なお、取締役の選任決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する

株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨、及び累積投票によらないものとする旨を定款に

定めております。
　

⑥　自己株式の取得

自己の株式の取得について、機動的な資本政策を遂行することを可能とするため、会社法第165条

第２項に基づき、取締役会の決議によって市場取引等により自己株式を取得することができる旨を

定款に定めております。
　

⑦　中間配当

当社は、株主への安定的な利益還元を行うことを目的として、取締役会の決議によって、毎年４月

30日を基準日として中間配当をすることができる旨を定款に定めております。
　

⑧　取締役及び監査役の責任免除

当社は、取締役（取締役であった者を含む。）及び監査役（監査役であった者を含む。）がその役

割を十分に発揮できるよう、会社法第426条第１項の規定に基づき、会社法第423条第１項の責任につ

き、善意でかつ重大な過失がない場合は、取締役会の決議によって、法令の定める限度額の範囲内で、

その責任を免除することができる旨を定款に定めております。
　

⑨　株主総会の特別決議要件

当社は、株主総会における特別決議の要件を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うこ

とを目的として、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使す

ることができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上を

もって行う旨を定款に定めております。
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(2) 【監査報酬の内容等】

① 【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

　

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に基づく
報酬(百万円)

非監査業務に基づく
報酬(百万円)

監査証明業務に基づく
報酬(百万円)

非監査業務に基づく
報酬(百万円)

提出会社 50 ─ 49 5

連結子会社 ─ ─ ― ―

計 50 ─ 49 5

　

② 【その他重要な報酬の内容】

該当事項はありません。

　

③ 【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

当社が監査公認会計士等に対して報酬を支払っている非監査業務の内容は、コンフォートレター作成

業務等であります。

　

④ 【監査報酬の決定方針】

当社の監査公認会計士等に対する監査報酬につきましては、当社の規模・事業の特性等の要素を総合

的に勘案し、監査所要日数の見積りを基に監査公認会計士等と協議のうえ決定しております。
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第５ 【経理の状況】

１　連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令

第28号。以下「連結財務諸表規則」という。）に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設

省令第14号）に準じて記載しております。

　

(2) 当社の財務諸表は「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。

以下「財務諸表等規則」という。）第２条の規定に基づき、同規則及び「建設業法施行規則」（昭和24年

建設省令第14号）により作成しております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、連結会計年度（平成23年11月１日から平成

24年10月31日まで）の連結財務諸表及び事業年度（平成23年11月１日から平成24年10月31日まで）の財務

諸表について、優成監査法人により監査を受けております。

　

３　連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて

当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行なっております。具体的には、会計

基準等の内容を適切に把握できる体制を整備するため、公益財団法人財務会計基準機構へ加入し、最新の会

計基準及び今後改定の予定されている諸案件について遺漏なく把握できるように努めております。
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１【連結財務諸表等】
(1)【連結財務諸表】
①【連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成23年10月31日)

当連結会計年度
(平成24年10月31日)

資産の部

流動資産

現金預金 ※２
 4,865

※２
 6,516

受取手形・完成工事未収入金等 1,521 1,232

未成工事支出金 409 572

販売用不動産 ※２
 2,752

※２
 4,395

商品及び製品 134 145

仕掛品 11 14

原材料及び貯蔵品 342 216

繰延税金資産 1,666 1,861

その他 1,367 872

貸倒引当金 △5 △3

流動資産合計 13,066 15,823

固定資産

有形固定資産

建物・構築物 ※２
 42,859

※２
 42,848

機械、運搬具及び工具器具備品 ※２
 5,733

※２
 5,752

土地 ※２
 11,171

※２
 11,210

リース資産 1,352 1,753

建設仮勘定 39 34

減価償却累計額及び減損損失累計額 △32,754 △33,429

有形固定資産合計 28,401 28,168

無形固定資産 599 643

投資その他の資産

投資有価証券 ※1, ※2
 174

※1, ※2
 35

長期貸付金 347 324

繰延税金資産 136 101

破産更生債権等 7 7

その他 1,685 1,663

貸倒引当金 △332 △333

投資その他の資産合計 2,017 1,798

固定資産合計 31,018 30,610

繰延資産

社債発行費 10 7

繰延資産合計 10 7

資産合計 44,095 46,441
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成23年10月31日)

当連結会計年度
(平成24年10月31日)

負債の部

流動負債

支払手形・工事未払金等 5,858 5,910

短期借入金 ※２
 749

※２
 2,029

1年内償還予定の社債 120 120

1年内返済予定の長期借入金 ※２
 1,878

※２
 2,480

未払法人税等 138 211

未成工事受入金 1,938 2,209

完成工事補償引当金 234 256

賞与引当金 589 686

その他 ※２
 2,593

※２
 3,140

流動負債合計 14,101 17,045

固定負債

社債 315 195

長期借入金 ※２
 15,002

※２
 13,877

リース債務 498 681

繰延税金負債 44 44

退職給付引当金 2,241 2,159

役員退職慰労引当金 427 507

資産除去債務 291 279

その他 1,228 1,136

固定負債合計 20,050 18,881

負債合計 34,151 35,927

純資産の部

株主資本

資本金 3,873 3,873

資本剰余金 20 20

利益剰余金 5,998 6,541

自己株式 △19 △18

株主資本合計 9,872 10,417

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 △3 △0

繰延ヘッジ損益 △16 △9

その他の包括利益累計額合計 △20 △9

少数株主持分 91 106

純資産合計 9,943 10,514

負債純資産合計 44,095 46,441
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②【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】
【連結損益計算書】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成22年11月１日
　至 平成23年10月31日)

当連結会計年度
(自 平成23年11月１日
　至 平成24年10月31日)

売上高 49,127 54,631

売上原価 ※１
 30,279

※１
 34,051

売上総利益 18,848 20,580

販売費及び一般管理費 ※2, ※3
 14,913

※2, ※3
 15,548

営業利益 3,935 5,031

営業外収益

受取利息 7 7

受取配当金 10 7

持分法による投資利益 40 5

賃貸料収入 21 7

保険解約返戻金 9 －

雑収入 61 48

営業外収益合計 151 75

営業外費用

支払利息 709 666

雑支出 42 38

営業外費用合計 752 704

経常利益 3,334 4,402

特別利益

貸倒引当金戻入額 21 －

受取補償金 － 56

負ののれん発生益 23 2

特別利益合計 45 59

特別損失

固定資産除却損 ※４
 57

※４
 51

投資有価証券評価損 － 9

減損損失 ※６
 254

※６
 65

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 160 －

災害による損失 ※５
 90 －

その他特別損失 69 2

特別損失合計 632 128

税金等調整前当期純利益 2,747 4,333

法人税、住民税及び事業税 135 184

法人税等調整額 △169 △168

法人税等合計 △33 15

少数株主損益調整前当期純利益 2,780 4,317

少数株主利益 17 20

当期純利益 2,763 4,297
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【連結包括利益計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成22年11月１日
　至 平成23年10月31日)

当連結会計年度
(自 平成23年11月１日
　至 平成24年10月31日)

少数株主損益調整前当期純利益 2,780 4,317

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △2 3

繰延ヘッジ損益 6 7

その他の包括利益合計 3 ※
 10

包括利益 2,784 4,328

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 2,767 4,308

少数株主に係る包括利益 17 20
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③【連結株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成22年11月１日
　至 平成23年10月31日)

当連結会計年度
(自 平成23年11月１日
　至 平成24年10月31日)

株主資本

資本金

当期首残高 3,873 3,873

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 3,873 3,873

資本剰余金

当期首残高 20 20

当期変動額

自己株式の処分 0 －

優先株式の消却 △0 －

当期変動額合計 － －

当期末残高 20 20

利益剰余金

当期首残高 5,837 5,998

当期変動額

剰余金の配当 △137 △183

優先株式の配当金 △230 △80

当期純利益 2,763 4,297

自己株式の処分 － 1

優先株式の消却 △2,235 △3,492

当期変動額合計 160 543

当期末残高 5,998 6,541

自己株式

当期首残高 △18 △19

当期変動額

自己株式の取得 △1 △1

自己株式の処分 0 2

優先株式の取得 △2,235 △3,492

優先株式の消却 2,235 3,492

当期変動額合計 △1 0

当期末残高 △19 △18

株主資本合計

当期首残高 9,713 9,872

当期変動額

剰余金の配当 △137 △183

優先株式の配当金 △230 △80

当期純利益 2,763 4,297

自己株式の取得 △1 △1

自己株式の処分 0 4

優先株式の取得 △2,235 △3,492

優先株式の消却 － －

当期変動額合計 159 544

当期末残高 9,872 10,417
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成22年11月１日
　至 平成23年10月31日)

当連結会計年度
(自 平成23年11月１日
　至 平成24年10月31日)

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金

当期首残高 △1 △3

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△2 3

当期変動額合計 △2 3

当期末残高 △3 △0

繰延ヘッジ損益

当期首残高 △23 △16

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

6 7

当期変動額合計 6 7

当期末残高 △16 △9

少数株主持分

当期首残高 110 91

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △19 15

当期変動額合計 △19 15

当期末残高 91 106

純資産合計

当期首残高 9,799 9,943

当期変動額

剰余金の配当 △137 △183

優先株式の配当金 △230 △80

当期純利益 2,763 4,297

自己株式の取得 △1 △1

自己株式の処分 0 4

優先株式の取得 △2,235 △3,492

優先株式の消却 － －

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △15 26

当期変動額合計 144 570

当期末残高 9,943 10,514
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成22年11月１日
　至 平成23年10月31日)

当連結会計年度
(自 平成23年11月１日
　至 平成24年10月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 2,747 4,333

減価償却費 1,296 1,298

減損損失 254 65

貸倒引当金の増減額（△は減少） 28 △0

賞与引当金の増減額（△は減少） 84 96

退職給付引当金の増減額（△は減少） 479 △82

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △19 80

受取利息及び受取配当金 △18 △14

支払利息 709 666

災害損失 90 －

受取補償金 － △56

投資有価証券評価損益（△は益） － 9

持分法による投資損益（△は益） △40 △5

負ののれん発生益 △23 △2

固定資産除売却損益（△は益） 57 51

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 160 －

売上債権の増減額（△は増加） △272 301

未成工事支出金の増減額（△は増加） △127 △160

その他のたな卸資産の増減額（△は増加） 112 △1,525

仕入債務の増減額（△は減少） 626 27

未成工事受入金の増減額（△は減少） 468 271

未払消費税等の増減額（△は減少） △23 51

その他 △387 983

小計 6,202 6,388

利息及び配当金の受取額 45 141

利息の支払額 △707 △660

災害損失の支払額 △80 －

補償金の受取額 － 56

法人税等の支払額 △129 △125

営業活動によるキャッシュ・フロー 5,331 5,800

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △112 △81

定期預金の払戻による収入 91 81

有形及び無形固定資産の取得による支出 △765 △1,003

有形及び無形固定資産の売却による収入 33 37

投資有価証券の取得による支出 － △2

貸付金の回収による収入 25 12

子会社株式の売却による収入 － 9

子会社の自己株式の取得による支出 △12 △1

その他 △120 △34

投資活動によるキャッシュ・フロー △861 △982

EDINET提出書類

東日本ハウス株式会社(E00197)

有価証券報告書

 41/107



(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成22年11月１日
　至 平成23年10月31日)

当連結会計年度
(自 平成23年11月１日
　至 平成24年10月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 65 1,280

長期借入れによる収入 2,067 3,440

長期借入金の返済による支出 △3,024 △3,962

セールアンドリースバックによる収入 267 342

リース債務の返済による支出 △261 △388

社債の発行による収入 48 －

社債の償還による支出 △115 △120

優先株式の取得による支出 △2,235 △3,492

配当金の支払額 △165 △222

種類株式優先配当金の支払 △200 △40

その他 △0 △0

財務活動によるキャッシュ・フロー △3,554 △3,165

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 915 1,652

現金及び現金同等物の期首残高 3,369 4,284

現金及び現金同等物の期末残高 ※１
 4,284

※１
 5,937
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【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項】

１　連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社数　５社

連結子会社の名称

㈱ホテル東日本

㈱東日本ウッドワークス北海道

㈱東京工務店

㈱東日本ウッドワークス中部

㈱銀河高原ビール

(2) 非連結子会社の名称

東日本テック㈱（平成24年10月30日付で清算終了）、銀河交通㈱、

東日本ハウスコミュニティーサービス㈱

（連結の範囲から除いた理由)

非連結子会社は、いずれも小規模であり、合計の総資産、売上高、当期純損益(持分に見合う額)及び利

益剰余金(持分に見合う額)等は、いずれも連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないため連結の範

囲から除外しております。

２　持分法の適用に関する事項

非連結子会社に対する投資額については、小規模会社を除き、持分法を適用しております。

(1) 持分法適用会社数及び名称

非連結子会社　１社

東日本テック㈱（平成24年10月30日付で清算終了）

(2) 持分法非適用会社数及び名称

非連結子会社　２社

銀河交通㈱

東日本ハウスコミュニティーサービス㈱

(3) 持分法を適用しない非連結子会社について持分法を適用しない理由

上記の持分法非適用の非連結子会社は、それぞれ連結純損益及び利益剰余金等に及ぼす影響が軽微で

あり、かつ全体としても重要性がないため、持分法の適用から除外しております。

３　連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。

４　会計処理基準に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

①有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平

均法により算定)

時価のないもの

移動平均法による原価法
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②たな卸資産

住宅事業　…主として個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下による簿価切下

げの方法により算出）

ホテル事業…最終仕入原価法（貸借対照表価額については収益性の低下による簿価切下げの方法によ

り算出）

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

①有形固定資産（リース資産を除く）

住宅事業…主として定率法

住宅事業以外の事業…主として定額法

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物・構築物 ７～50年

機械、運搬具及び工具器具備品 ２～20年

②無形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間(５

年)に基づく定額法を採用しております。

③リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法を採用しております。

なお、リース取引開始日がリース会計基準適用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・リース取

引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

(3) 繰延資産の処理方法

社債発行費

社債の償還までの期間にわたり定額法により償却しております。

(4) 重要な引当金の計上基準

①貸倒引当金

売上債権、貸付金等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

②完成工事補償引当金

完成工事に関する瑕疵担保に備えるため、期末前１年間の完成工事高及び販売用建物売上高に対し過

去の補修実績に基づく将来の見積補償額を計上しております。

③賞与引当金

従業員の賞与の支給に充てるため、支給見込額を計上しております。

④退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基

づき計上しております。また、一部の連結子会社については、簡便法を採用しております。

なお、数理計算上の差異については、親会社は発生額を発生年度において、連結子会社は発生時の従業

員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(５年)による定額法により翌連結会計年度から費用処理するこ

ととしております。

また、連結子会社の過去勤務債務については、発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（５年）による定額法により、発生年度より償却しております。
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⑤役員退職慰労引当金

親会社ならびに一部の連結子会社は役員の退職慰労金支給に充てるため、内規に基づく期末要支給額

を計上しております。

(5) 重要な収益及び費用の計上基準

完成工事高及び完成工事原価の計上基準

当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事（工期がごく短期間のもの

を除く）については工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法による）を、その他の工事につ

いては工事完成基準を適用しております。

(6) 重要なヘッジ会計の方法

①ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理を適用しております。

②ヘッジ手段とヘッジ対象

a　ヘッジ手段　金利キャップ

b　ヘッジ対象　社債、長期借入金

③ヘッジ方針

金利変動によるリスクを回避する目的で、対象物の範囲内に限定してヘッジしております。

④ヘッジ有効性評価の方法

金利キャップの想定元本が借入金の元本金額の範囲内であり概ね一致していること、金利キャップの

契約期間が借入金の借入期間内であり概ね一致していること、借入金の変動金利のインデックスと金利

キャップのインデックスが一致していること、金利キャップの受取条件が契約期間を通して一定である

こと等を基準に、有効性を評価しております。

(7) のれんの償却に関する事項

のれんについては、５年間の均等償却を行っております。

なお、金額が僅少なものは発生年度に全額償却しております。

(8) 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

連結キャッシュ・フロー計算書における資金(現金及び現金同等物)は手許現金、随時引き出し可能な

預金、容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以

内に償還期限の到来する短期投資からなっております。

(9) その他連結財務諸表作成のための重要な事項

消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税に相当する額の会計処理は、税抜方式によっております。
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【未適用の会計基準等】

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号　平成24年５月17日）及び「退職給付に関する会計基

準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号　平成24年５月17日）

(1) 概要

財務報告を改善する観点及び国際的な動向を踏まえ、未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費

用の処理方法、退職給付債務及び勤務費用の計算方法並びに開示の拡充を図っております。

(2) 適用予定日

平成25年11月１日以後開始する連結会計年度より適用を予定しております。

(3) 当該会計基準等が連結財務諸表に与える影響

連結財務諸表作成時において連結財務諸表に与える影響は、現在評価中であります。

　

【追加情報】

（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用）

当連結会計年度の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び

誤謬の訂正に関する会計基準」(企業会計基準第24号  平成21年12月４日)及び「会計上の変更及び誤謬

の訂正に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第24号  平成21年12月４日)を適用してお

ります。
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【注記事項】

(連結貸借対照表関係)

※１　このうち非連結子会社及び関連会社に対する金額は次のとおりであります。

　
前連結会計年度
(平成23年10月31日)

当連結会計年度
(平成24年10月31日)

投資有価証券(株式) 147百万円 10百万円

※２　このうち次のとおり借入金等の担保に供しております。

　
前連結会計年度
(平成23年10月31日)

当連結会計年度
(平成24年10月31日)

現金預金 390百万円 240百万円

販売用不動産 1,063 1,736

建物・構築物 14,078 13,553

機械、運搬具及び工具器具備品 90 131

土地 10,390 10,298

投資有価証券 14 16

計 26,028 25,976

担保提供資産に対応する債務

　
前連結会計年度
(平成23年10月31日)

当連結会計年度
(平成24年10月31日)

短期借入金 339百万円 1,599百万円

一年内返済予定の長期借入金 1,613 1,604

その他流動負債 65 68

長期借入金 14,158 11,281

計 16,176 14,553

　３　財務制限条項

(前連結会計年度)

借入金のうち、当社の連結子会社である株式会社東日本ウッドワークス中部が、平成22年８月24日付

で株式会社日本政策金融公庫と締結した金銭消費貸借契約（借入金残高68百万円）には財務制限条項

が付されており、下記条項に抵触した場合には、当該契約に関わる一切の債務について、借入先の指示

により直ちに全部または一部を弁済する旨の記載があります。

当該会社の純資産額が104,500千円以下となった場合

また同社が、平成23年９月５日付で株式会社日本政策金融公庫と締結した金銭消費貸借契約２件

（借入金残高47百万円及び82百万円）には財務制限条項が付されており、下記条項に抵触した場合に

は、当該契約に関わる一切の債務について、借入先の指示により直ちに全部または一部を弁済する旨の

記載があります。

当該会社の純資産額が111,900千円以下となった場合

(当連結会計年度)

借入金のうち、当社の連結子会社である株式会社東日本ウッドワークス中部が、平成22年８月24日付

で株式会社日本政策金融公庫と締結した金銭消費貸借契約（借入金残高43百万円）には財務制限条項

が付されており、下記条項に抵触した場合には、当該契約に関わる一切の債務について、借入先の指示

により直ちに全部または一部を弁済する旨の記載があります。

当該会社の純資産額が104,500千円以下となった場合
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また同社が、平成23年９月５日付で株式会社日本政策金融公庫と締結した金銭消費貸借契約２件

（借入金残高37百万円及び65百万円）には財務制限条項が付されており、下記条項に抵触した場合に

は、当該契約に関わる一切の債務について、借入先の指示により直ちに全部または一部を弁済する旨の

記載があります。

当該会社の純資産額が111,900千円以下となった場合

４　保証債務

下記の住宅購入者等に対する金融機関の融資について保証を行っております。

　
前連結会計年度
(平成23年10月31日)

当連結会計年度
(平成24年10月31日)

住宅購入者等 4,135百万円 4,283百万円

なお住宅購入者等に係る保証の大半は、保証会社が金融機関に対し保証を行うまでのつなぎ保証で

あります。

　
(連結損益計算書関係)

※１　通常の販売目的で保有する棚卸資産の収益性の低下による簿価切下額

　
前連結会計年度

(自  平成22年11月１日
至  平成23年10月31日)

当連結会計年度
(自  平成23年11月１日
至  平成24年10月31日)

売上原価 70百万円 71百万円

※２　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

　
前連結会計年度

(自  平成22年11月１日
至  平成23年10月31日)

当連結会計年度
(自  平成23年11月１日
至  平成24年10月31日)

広告宣伝費 881百万円 904百万円

従業員給料手当 5,256 5,790

賞与引当金繰入額 415 552

退職給付費用 556 208

役員退職慰労引当金繰入額 37 80

賃借料 1,916 1,708

減価償却費 1,181 1,146

のれん償却額 79 80

手数料 574 619

貸倒引当金繰入額 1  △ 0

※３　一般管理費に含まれる研究開発費は、次のとおりであります。

　
前連結会計年度

(自  平成22年11月１日
至  平成23年10月31日)

当連結会計年度
(自  平成23年11月１日
至  平成24年10月31日)

　 24百万円 3百万円

※４　固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。

　
前連結会計年度

(自  平成22年11月１日
至  平成23年10月31日)

当連結会計年度
(自  平成23年11月１日
至  平成24年10月31日)

建物・構築物 42百万円 33百万円

機械、運搬具及び工具器具備品 13 8

その他 1 9

計 57 51

※５　前連結会計年度における災害による損失は、東日本大震災に伴う、被災地への支援費用、引渡物件等の調

査費用、固定資産の修繕及び除却費用、ならびにホテル事業における休業期間の固定費等であります。
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※６　減損損失

前連結会計年度(自　平成22年11月１日　至　平成23年10月31日)

当社は、以下の資産について減損損失を計上いたしました。

用途 種類 場所 件数

支店 土地及び建物等 北海道帯広市他 ３件

賃貸資産 土地及び賃貸用建物 岩手県盛岡市他 ２件

遊休資産 土地 秋田県仙北市他 ３件

当社は、管理会計上の事業区分に基づく事業所単位をキャッシュ・フローを生み出す最小の単位と

し、本社等の全社資産を共用資産としてグルーピングしております。なお、賃貸用資産は、個別物件ごと

にグルーピングしております。

一部の支店の売上減少、賃貸料収入の減少、及び遊休資産の地価の下落等により、上記資産または資

産グループの帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失(254百万円)として特別損失

に計上しております。その内訳は、支店170百万円(建物・構築物34百万円、土地94百万円、リース資産35

百万円、その他５百万円)、賃貸資産58百万円（賃貸用建物４百万円、土地53百万円）、遊休資産25百万

円（土地25百万円）であります。

なお、当該資産または資産グループの回収可能価額は、使用価値または正味売却価格により測定して

おります。土地については、正味売却価格により測定しており、公示価格に基づく評価額により算定し

ております。その他の資産については、使用価値により測定しており、将来キャッシュ・フローに基づ

く評価額がマイナスであるため、回収可能価額は零と算定しております。

　
当連結会計年度(自　平成23年11月１日　至　平成24年10月31日)

当社は、以下の資産について減損損失を計上いたしました。

用途 種類 場所 件数

支店 リース資産等 千葉県市原市他 ３件

遊休資産 土地 岩手県盛岡市 １件

当社は、管理会計上の事業区分に基づく事業所単位をキャッシュ・フローを生み出す最小の単位と

し、本社等の全社資産を共用資産としてグルーピングしております。なお、賃貸用資産は、個別物件ごと

にグルーピングしております。

一部の支店の売上減少、賃貸料収入の減少、及び遊休資産の地価の下落等により、上記資産または資

産グループの帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失(65百万円)として特別損失

に計上しております。その内訳は、支店44百万円(建物・構築物４百万円、リース資産25百万円、その他

13百万円)、遊休資産20百万円（土地20百万円）であります。

なお、当該資産または資産グループの回収可能価額は、使用価値または正味売却価格により測定して

おります。土地については、正味売却価格により測定しており、公示価格に基づく評価額により算定し

ております。その他の資産については、使用価値により測定しており、将来キャッシュ・フローに基づ

く評価額がマイナスであるため、回収可能価額は零と算定しております。
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(連結包括利益計算書関係)

当連結会計年度(自　平成23年11月１日　至　平成24年10月31日)

※　その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額

その他有価証券評価差額金 　

当期発生額 6百万円

税効果調整前 6百万円

税効果額 2百万円

その他有価証券評価差額金 3百万円

繰延ヘッジ損益 　

当期発生額 12百万円

税効果調整前 12百万円

税効果額 5百万円

繰延ヘッジ損益 7百万円

その他の包括利益合計 10百万円
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(連結株主資本等変動計算書関係)

前連結会計年度(自　平成22年11月１日　至　平成23年10月31日)

１　発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項
　

　
当連結会計年度期首
株式数　(株)

当連結会計年度
増加株式数(株)

当連結会計年度
減少株式数(株)

当連結会計年度末
株式数　(株)

発行済株式 　 　 　 　

　普通株式 　　 45,964,842 ─ ─ 45,964,842

　Ａ種優先株式　 10,000,000 ─ ─ 10,000,000

　Ｂ種優先株式（注）１ 2,500,000 ─ 2,000,000 500,000

合計 58,464,842 ─ 2,000,000 56,464,842

自己株式 　 　 　 　

　普通株式  (注)２，３ 97,338 5,514 500 102,352

　Ｂ種優先株式 (注)１ ─ 2,000,000 2,000,000 ─

合計 97,338 2,005,514 2,000,500 102,352

 (注）  1　Ｂ種優先株式の発行済株式総数の減少ならびに自己株式の株式数の増加及び減少2,000,000株は、取締役会

決議による取得及び消却によるものであります。

2　普通株式の自己株式の株式数の増加5,514株は、単元未満株式の買取によるものであります。

3　普通株式の自己株式の株式数の減少500株は、単元未満株式の買増請求による売渡によるものでありま

 　す。

　
２　新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

　
３　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成23年１月27日
第42期定時株主総会

普通株式 137  3 平成22年10月31日 平成23年１月28日

平成23年１月27日
第42期定時株主総会

Ａ種優先株式  30  3 平成22年10月31日 平成23年１月28日

平成23年１月27日
第42期定時株主総会

Ｂ種優先株式 200 80 平成22年10月31日 平成23年１月28日

　

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成24年１月26日
第43期定時株主総会

普通株式 183 利益剰余金  4 平成23年10月31日 平成24年１月27日

平成24年１月26日
第43期定時株主総会

Ａ種優先株式  40 利益剰余金  4 平成23年10月31日 平成24年１月27日

平成24年１月26日
第43期定時株主総会

Ｂ種優先株式  40 利益剰余金 80 平成23年10月31日 平成24年１月27日
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当連結会計年度(自　平成23年11月１日　至　平成24年10月31日)

１　発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項
　

　
当連結会計年度期首
株式数　(株)

当連結会計年度
増加株式数(株)

当連結会計年度
減少株式数(株)

当連結会計年度末
株式数　(株)

発行済株式 　 　 　 　

　普通株式 　　 45,964,842 ― ― 45,964,842

　Ａ種優先株式　 10,000,000 ― 10,000,000 ―

　Ｂ種優先株式（注）１ 500,000 ― 500,000 ―

合計 56,464,842 ― 10,500,00045,964,842

自己株式 　 　 　 　

　普通株式  (注)２，３ 102,352 4,585 13,440 93,497

　Ａ種優先株式 (注)１ ― 10,000,00010,000,000 ―

　Ｂ種優先株式 (注)１ ─ 500,000 500,000 ―

合計 102,352 10,504,58510,513,440 93,497

 (注）  1　Ａ種優先株式の発行済株式総数の減少ならびに自己株式の株式数の増加及び減少10,000,000株、Ｂ種優先株

式の発行済株式総数の減少ならびに自己株式の株式数の増加及び減少500,000株は、取締役会決議による取

得及び消却によるものであります。

2　普通株式の自己株式の株式数の増加4,585株は、単元未満株式の買取によるものであります。

3　普通株式の自己株式の株式数の減少13,440株は、連結子会社である㈱銀河高原ビールの完全子会社

　 化のための株式交換によるものであります。

　
２　新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

　
３　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成24年１月26日
第43期定時株主総会

普通株式 183  4 平成23年10月31日 平成24年１月27日

平成24年１月26日
第43期定時株主総会

Ａ種優先株式  40  4 平成23年10月31日 平成24年１月27日

平成24年１月26日
第43期定時株主総会

Ｂ種優先株式  40 80 平成23年10月31日 平成24年１月27日

　

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成25年１月29日
第44期定時株主総会

普通株式 458 利益剰余金 10 平成24年10月31日 平成25年１月30日
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(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

　
前連結会計年度

(自  平成22年11月１日
至  平成23年10月31日)

当連結会計年度
(自  平成23年11月１日
至  平成24年10月31日)

現金預金勘定 4,865百万円 6,516百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △ 187 △ 337

担保差入定期預金 △ 390 △ 240

別段預金 △ 2 △ 2

現金及び現金同等物期末残高 4,284 5,937

　

(リース取引関係)

ファイナンス・リース取引

所有権移転外ファイナンス・リース取引

(1) リース資産の内容

①有形固定資産

住宅事業における展示場、車輌、ＯＡ機器（「建物」、「機械、運搬具及び工具器具備品」）でありま

す。

②無形固定資産

ソフトウェアであります。

(2）リース資産の減価償却の方法

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項「４　会計処理基準に関する事項（２）重要な減

価償却資産の減価償却の方法」に記載のとおりであります。

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が、リース会計基準適用初

年度開始前のリース取引については、通常の賃貸借取引にかかる方法に準じた会計処理によっており、

その内容は次のとおりであります。

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

　 (単位：百万円)

　

前連結会計年度
（平成23年10月31日）

取得価額相当額 減価償却累計額相当額 減損損失累計額相当額 期末残高相当額

建物 314 269 0 44

機械及び工具器具備品 151 106 ─ 44

ソフトウェア 38 32 ─ 6

合計 504 408 0 95

　
　 (単位：百万円)

　

当連結会計年度
（平成24年10月31日）

取得価額相当額 減価償却累計額相当額 減損損失累計額相当額 期末残高相当額

建物 ― ― ― ―

機械及び工具器具備品 53 48 ― 5

ソフトウェア 11 11 ― 0

合計 65 59 ― 6
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②　未経過リース料期末残高相当額及びリース資産減損勘定期末残高

　 　 (単位：百万円)

　
前連結会計年度
(平成23年10月31日)

当連結会計年度
(平成24年10月31日)

未経過リース料期末残高相当額 　 　

１年以内 87 7

１年超 17 ―

計 104 7

リース資産減損勘定の残高 0 ―

　

③　支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償却費相当額及び支払利息相当額

　 　 (単位：百万円)

　
前連結会計年度

(自  平成22年11月１日
至  平成23年10月31日)

当連結会計年度
(自  平成23年11月１日
至  平成24年10月31日)

支払リース料 177 78

リース資産減損勘定の取崩額 4 0

減価償却費相当額 159 70

支払利息相当額 9 2

　

④　減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

　

⑤　利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期への配分方法につい

ては、利息法によっております。

　

(金融商品関係)

１　金融商品の状況に関する事項

（１）金融商品に対する取組方針

当社グループでは、資金運用については一時的な余資は安全性の高い金融商品で運用し、資金調

達については主に銀行借り入れによっております。デリバティブは、リスクをヘッジする目的に限

定し、投機的な取引は行っておりません。

（２）金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

営業債権である受取手形・完成工事未収入金等は、取引先の信用リスクにさらされております

が、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行うとともに、主な取引先の信用状況を定期的に把握し

ております。投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスク

にさらされておりますが、定期的に時価や発行体の財務状況を把握し、見直しを行っております。

営業債務である支払手形・工事未払金等は、その全てが１年以内の支払期日であります。

借入金及び社債は、主に運転資金及び設備投資を目的としております。その一部は、変動金利であ

るため金利変動リスクにさらされておりますが、デリバティブ取引（金利キャップ取引）を利用し

てヘッジしております。
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（３）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定され

た価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前

提条件等を採用することにより、当該価額が変動することがあります。

　

２　金融商品の時価等に関する事項

連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把

握することが極めて困難と認められるものは、次表には含めておりません。（（注）２．参照）

前連結会計年度（平成23年10月31日）

　
連結貸借対照表計上額

(百万円)
時価
(百万円)

差額
(百万円)

(1) 現金預金 4,865 4,865 ―

(2) 受取手形・完成工事未収入金等 1,521 1,521 ―

(3) 投資有価証券 20 20 ―

(4) 長期貸付金　（※１） 347　 　

　　　貸倒引当金（※２） △ 140　 　

　 207 215 8

資産計 6,614 6,622 8

(1) 支払手形・工事未払金等 5,858 5,858 ―

(2) 短期借入金 749 749 ―

(3) 社債　　　　（※３） 435 435 ―

(4) 長期借入金　（※３） 16,880 16,838 △ 41

(5) リース債務　（※３） 808 816 8

負債計 24,731 24,698 △ 33

デリバティブ取引（※４） 　 　 　

　ヘッジ会計が適用されているもの （27） （27） ―

※１．長期貸付金には、１年内回収予定の長期貸付金を含んでおります。

※２．個別に計上している貸倒引当金を控除しております。

※３．社債には１年内償還予定の社債を、長期借入金には１年内返済予定の長期借入金を、リース債務には１年内返

済予定のリース債務をそれぞれ含んでおります。

※４．デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目につ

いては（ ）で表示することとしております。
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当連結会計年度（平成24年10月31日）

　
連結貸借対照表計上額

(百万円)
時価
(百万円)

差額
(百万円)

(1) 現金預金 6,516 6,516 ―

(2) 受取手形・完成工事未収入金等 1,232 1,232 ―

(3) 投資有価証券 20 20 ―

(4) 長期貸付金　（※１） 324　 　

　　　貸倒引当金（※２） △ 141　 　

　 182 191 8

資産計 7,952 7,960 8

(1) 支払手形・工事未払金等 5,910 5,910 ―

(2) 短期借入金 2,029 2,029 ―

(3) 社債　　　　（※３） 315 315 ―

(4) 長期借入金　（※３） 16,358 16,316 △ 41

(5) リース債務　（※３） 1,033 1,038 5

負債計 25,646 25,609 △ 36

デリバティブ取引（※４） 　 　 　

　ヘッジ会計が適用されているもの （17） （17） ―

※１．長期貸付金には、１年内回収予定の長期貸付金を含んでおります。

※２．個別に計上している貸倒引当金を控除しております。

※３．社債には１年内償還予定の社債を、長期借入金には１年内返済予定の長期借入金を、リース債務には１年内返

済予定のリース債務をそれぞれ含んでおります。

※４．デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目につ

いては（ ）で表示することとしております。

　

（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

　　　　資　産

(1) 現金預金、(2)受取手形・完成工事未収入金等

短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

(3) 投資有価証券

取引所の価格によっております。

(4) 長期貸付金

ほぼ全てが住宅ローンの貸付であるため、将来キャッシュ・フローを一般的な住宅ローンの利率で割

り引いた現在価値により算定しております。

　　　　負　債

(1) 支払手形・工事未払金等、(2) 短期借入金

短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

(3) 社債

元利金の合計額を、新規に同様の社債を発行した場合に想定される利率で割り引いた現在価値により

算定しております。

(4) 長期借入金、(5) リース債務

元利金の合計額を、新規に同様の借入又はリース取引を行った場合に想定される利率で割り引いた現

在価値により算定しております。

　　　　デリバティブ取引

注記事項「デリバティブ取引関係」をご参照下さい。
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　　　２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品の連結貸借対照表計上額

　(単位：百万円)

区分
前連結会計年度

（平成23年10月31日）
当連結会計年度

（平成24年10月31日）

非上場株式 6 5

子会社株式及び関連会社株式 147 10

市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、「(3)投資有価証券」には含めて

おりません。

　

　　　３．金銭債権及び満期がある有価証券の連結決算日後の償還予定額

前連結会計年度（平成23年10月31日）

　
１年以内
（百万円）

１年超
５年以内
（百万円）

５年超
10年以内
（百万円）

10年超
（百万円）

現金預金 4,865 ― ― ―

受取手形・完成工事未収入金等 1,521 ― ― ―

長期貸付金（※） 28 52 59 67

合計 6,414 52 59 67

※　長期貸付金のうち、回収時期が合理的に見込めない140百万円については、上記金額に含めておりません。

　
当連結会計年度（平成24年10月31日）

　
１年以内
（百万円）

１年超
５年以内
（百万円）

５年超
10年以内
（百万円）

10年超
（百万円）

現金預金 6,516 ― ― ―

受取手形・完成工事未収入金等 1,232 ― ― ―

長期貸付金（※） 15 55 55 55

合計 7,765 55 55 55

※　長期貸付金のうち、回収時期が合理的に見込めない141百万円については、上記金額に含めておりません。
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　　　４．社債、長期借入金及びリース債務の連結決算日後の返済予定額

前連結会計年度（平成23年10月31日）

　
１年以内
（百万円）

１年超
５年以内
（百万円）

５年超
10年以内
（百万円）

10年超
（百万円）

社債 120 315 ― ―

長期借入金 1,878 14,712 289 ―

リース債務 309 493 5 ―

合計 2,307 15,521 295 ―

　

当連結会計年度（平成24年10月31日）

　
１年以内
（百万円）

１年超
５年以内
（百万円）

５年超
10年以内
（百万円）

10年超
（百万円）

社債 120 195 ― ―

長期借入金 2,480 13,723 154 ―

リース債務 405 678 2 ―

合計 3,005 14,596 156 ―

　

(有価証券関係)

１　その他有価証券

前連結会計年度(平成23年10月31日)

　 種類
連結貸借対照表計上額

(百万円)
取得原価
(百万円)

差額
(百万円)

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

(1) 株式 7 5 2

(2) 債券 ─ ─ ─

(3) その他 ─ ─ ─

小計 7 5 2

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

(1) 株式 12 21 △ 8

(2) 債券 ─ ─ ─

(3) その他 ─ ─ ─

小計 12 21 △ 8

合計 20 26 △ 6
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当連結会計年度(平成24年10月31日)

　 種類
連結貸借対照表計上額

(百万円)
取得原価
(百万円)

差額
(百万円)

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

(1) 株式 8 5 3

(2) 債券 ― ― ―

(3) その他 ― ― ―

小計 8 5 3

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

(1) 株式 11 21 △ 9

(2) 債券 ― ― ―

(3) その他 ― ― ―

小計 11 21 △ 9

合計 20 26 △ 6

　

２　連結会計年度中に売却したその他有価証券

　　　該当事項はありません。

　

(デリバティブ取引関係)

　　　ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引

　　　　金利関連

前連結会計年度（平成23年10月31日）

（単位：百万円）

ヘッジ会計の方法 取引の種類 主なヘッジ対象 契約額等
契約額のうち
１年超

時価

原則的処理方法 金利キャップ取引 社債、長期借入金 2,050 1,950 △ 27

（注）時価の算定方法

　　　取引先金融機関から提示された価格に基づき算定しております。

　

当連結会計年度（平成24年10月31日）

（単位：百万円）

ヘッジ会計の方法 取引の種類 主なヘッジ対象 契約額等
契約額のうち
１年超

時価

原則的処理方法 金利キャップ取引 社債、長期借入金 1,656 537 △ 17

（注）時価の算定方法

　　　取引先金融機関から提示された価格に基づき算定しております。

　

次へ
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(退職給付関係)

１　採用している退職給付制度の概要

当社は、確定給付型の制度として企業年金制度、適格退職年金制度、退職一時金制度を設けておりまし

たが、平成17年10月１日より企業年金制度をキャッシュバランスプランへ、また確定拠出年金法の施行に

伴い退職一時金制度と適格退職年金制度を確定拠出年金制度へ移行しました。

　連結子会社のうち㈱ホテル東日本は、確定給付型の制度として適格退職年金制度を設けておりました

が、平成22年６月１日より確定給付企業年金制度へ移行いたしました。その他の連結子会社につきまして

は、主として退職一時金制度を設けております。

　また、従業員の退職等に対して割増退職金を支払う場合があります。
　

２　退職給付債務に関する事項

　 　 　 （単位：百万円）

　
前連結会計年度

（平成23年10月31日）
当連結会計年度

（平成24年10月31日）

１　退職給付債務(注) 　 △ 5,218　 △ 5,262

２　年金資産 　 2,985　 3,111

３　未積立退職給付債務(１＋２) 　 △ 2,233　 △ 2,150

４　未認識数理計算上の差異 　 63　 42

５　未認識過去勤務債務 　 △ 71　 △ 51

６　退職給付引当金(３＋４＋５) 　 △ 2,241　 △ 2,159

(注)　一部の連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。

　

３　退職給付費用に関する事項

　 　 　 （単位：百万円）

　

前連結会計年度
(自　平成22年11月１日
　至　平成23年10月31日)

当連結会計年度
(自　平成23年11月１日
　至　平成24年10月31日)

１　勤務費用(注) 　 216　 235

２　利息費用 　 86　 99

３　期待運用収益 　 △ 55　 △ 58

４　数理計算上の差異の費用処理額 　 561　 △ 17

５　過去勤務債務の費用処理額 　 △ 19　 △ 19

６　退職給付費用(１＋２＋３＋４＋５) 　 789　 238

７　確定拠出年金掛金 　 57　 58

　　計(６＋７) 　 847　 296

(注)　簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、１　勤務費用に計上しております。

　

４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

　

　

前連結会計年度
(自　平成22年11月１日
　至　平成23年10月31日)

当連結会計年度
(自　平成23年11月１日
　至　平成24年10月31日)

　 親会社 子会社 親会社 子会社

１　退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 期間定額基準 期間定額基準 期間定額基準

２　割引率 2.0％ 1.5％ 2.0％ 1.5％

３　期待運用収益率 2.0％ 1.5％ 2.0％ 1.5％

４　数理計算上の差異の処理年数
発生時一括
処理

５年
発生時一括
処理

５年

５　過去勤務債務の処理年数 ─ ５年 ─ ５年
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(ストック・オプション等関係)

該当事項はありません。

　
(税効果会計関係)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

(繰延税金資産)

　
前連結会計年度
(平成23年10月31日)

当連結会計年度
(平成24年10月31日)

親会社の繰越欠損金 4,364百万円 2,300百万円

連結子会社の繰越欠損金 457 248

貸倒引当金 129 120

固定資産評価損 3,694 3,457

未成分譲土地評価損 190 177

投資有価証券等評価損 116 103

賞与引当金 251 291

未払決算賞与 ― 129

退職給付引当金 905 815

役員退職慰労引当金 168 192

固定資産未実現利益 109 104

減損損失累計額 1,123 1,020

資産除去債務 104 88

その他 353 347

繰延税金資産小計 11,969 9,398

評価性引当額 △ 10,166 △ 7,434

繰延税金資産合計 1,802 1,963

(繰延税金負債)

　
前連結会計年度
(平成23年10月31日)

当連結会計年度
(平成24年10月31日)

有形固定資産（除去費用） △ 44 △ 44

繰延税金負債合計 △ 44 △ 44

繰延税金資産の純額 1,758 1,918

　

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳

　
前連結会計年度
(平成23年10月31日)

当連結会計年度
(平成24年10月31日)

法定実効税率 40.4％ 40.4％

(調整） 　 　

交際費等永久に損金に算入されない項目 2.1％ 1.7％

住民税等均等割 3.0％ 1.9％

評価性引当額 △ 72.8％ △ 51.1％

持分法投資損益 △ 0.2％ 1.1％

のれん償却 0.9％ 0.6％

未実現利益 0.0％ 0.0％

繰越欠損金の期限切れ 25.1％ 3.1％

税率変更による期末繰延税金資産の減額修正 ― 3.0％

その他 0.3％ △ 0.3％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 △ 1.2％ 0.4％
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３　法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

「経済社会の構造の変化に対応した税制の構築を図るための所得税法等の一部を改正する法律」（平成

23年法律第114号)及び「東日本大震災からの復興のための施策を実施するために必要な財源の確保に関す

る特別措置法」(平成23年法律第117号）が、平成23年12月２日に公布され、当社グループでは平成24年11月

１日以降に開始する連結会計年度から法人税率等が変更されることとなりました。これに伴い、繰延税金資

産及び繰延税金負債の計算に使用される法定実効税率は、従来の40.4％から37.8％に、平成27年11月１日以

降に開始する連結会計年度については35.4％に変更されます。

この税率変更により、当連結会計年度における繰延税金資産の純額が137百万円減少し、法人税等調整額

が137百万円増加しております。

　
(企業結合等関係)

　　該当事項はありません。

　
(資産除去債務関係)

１　資産除去債務のうち連結貸借対照表に計上しているもの

(1)　当該資産除去債務の概要

住宅展示場の展示区画、ホテル用地、事務所、工場用地等の不動産賃貸借契約等に伴う原状回復義務

等であります。

(2)　当該資産除去債務の金額の算定方法

使用見込期間を取得から６年～70年と見積り、割引率は0.00％～2.03％を使用して資産除去債務の

金額を計算しております。

(3)　当該資産除去債務の総額の増減

　
前連結会計年度

(自  平成22年11月１日
至  平成23年10月31日)

当連結会計年度
(自  平成23年11月１日
至  平成24年10月31日)

期首残高（注） 302百万円 307百万円

有形固定資産の取得に伴う増加額 21 18

時の経過による調整額 1 1

資産除去債務の履行による減少額 △ 17 △ 25

期末残高 307 302

(注）前連結会計年度の「期首残高」は「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号　平

成20年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針

第21号　平成20年３月31日）を適用したことによる期首時点における残高であります。

　
２　連結貸借対照表に計上しているもの以外の資産除去債務

当社グループは、土地賃貸借契約により使用する、ホテル東日本盛岡及びホテル東日本宇都宮のホテル

用地の一部について原状回復義務を有しております。当該ホテルの収益状況は良好であり、現在のところ

移転等も予定されていないため、当該施設の使用期間を明確に定めることができず、資産除去債務を合理

的に見積ることができません。そのため、当該債務に見合う資産除去債務を計上しておりません。
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(賃貸等不動産関係)

当社グループでは、福岡県その他の地域において、賃貸用のビル及び住宅（土地を含む）等を有してお

ります。前連結会計年度における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は48百万円（賃貸収益は売上高に、

主な賃貸費用は売上原価に計上）、減損損失は84百万円（特別損失に計上）であります。当連結会計年度

における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は44百万円（賃貸収益は売上高に、主な賃貸費用は売上原

価に計上）であります。

また、当該賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額、期中増減額及び時価は、次のとおりであります。

　 　 　 　 (単位：百万円)

　
前連結会計年度

(自  平成22年11月１日
至  平成23年10月31日)

当連結会計年度
(自  平成23年11月１日
至  平成24年10月31日)

賃貸

連結貸借対照表計上額

期首残高 1,265 1,239

期中増減額 △ 26 △ 45

期末残高 1,239 1,194

期末時価 628 599

遊休

連結貸借対照表計上額

期首残高 572 493

期中増減額 △ 79 △ 46

期末残高 493 446

期末時価 572 460

(注) １  連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額であります。

２  期中増減額のうち、主な減少額は減損損失及び減価償却であります。

３  期末の時価は、「不動産鑑定評価基準」に基づいて算出した金額（指標等を用いて調整を行ったものを含

む）または、一定の評価額及び市場価格を反映していると考えられる指標を用いて、合理的に調整した金額に

よっております。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

１　報告セグメントの概要

当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能で

あり、取締役会が経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となってい

るものであります。

当社グループは、当社、主として当社の事業をサポートする連結子会社、独自の事業を展開する連結子

会社により構成されており、当社の収益を中心とする「住宅事業」、連結子会社の収益を中心とする「ホ

テル事業」及び「ビール事業」の３つを報告セグメントとしております。

「住宅事業」は、戸建及び集合住宅の請負建築工事、リフォームの請負工事、分譲住宅及び住宅用宅地

の販売等を行っております。「ホテル事業」は、ホテル及びレストラン等の運営を行っております。

「ビール事業」は、ビールの製造及び販売を行っております。

　
２　報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産その他の項目の金額の算定方法

報告セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」における

記載と同一であります。報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。セグメント間の内

部売上高及び振替高は市場実勢価格に基づき、一般的取引条件と同様に決定しております。

　
３　報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産その他の項目の金額に関する情報

前連結会計年度(自　平成22年11月１日　至　平成23年10月31日)

　(単位：百万円)

　

報告セグメント
調整額
(注）１、２

連結財務諸表
計上額
(注）３住宅事業 ホテル事業 ビール事業 計

売上高 　 　 　 　 　 　

　外部顧客への売上高 41,938 6,252 937 49,127 ― 49,127

　セグメント間の内部
　売上高又は振替高

12 48 32 94 △ 94 ―

計 41,950 6,301 970 49,222 △ 94 49,127

セグメント利益 4,112 618 46 4,777 △ 842 3,935

セグメント資産 16,962 18,719 746 36,428 7,667 44,095

その他の項目 　 　 　 　 　 　

減価償却費（注）４ 768 677 40 1,486 27 1,514

有形固定資産及び
無形固定資産の増加額
（注）４

638 142 24 805 47 852
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当連結会計年度(自　平成23年11月１日　至　平成24年10月31日)

　(単位：百万円)

　

報告セグメント
調整額
(注）１、２

連結財務諸表
計上額
(注）３住宅事業 ホテル事業 ビール事業 計

売上高 　 　 　 　 　 　

　外部顧客への売上高 46,610 7,117 903 54,631 ― 54,631

　セグメント間の内部
　売上高又は振替高

21 58 37 117 △ 117 ―

計 46,632 7,175 941 54,749 △ 117 54,631

セグメント利益 5,034 1,002 37 6,074△ 1,042 5,031

セグメント資産 17,809 18,275 693 36,778 9,663 46,441

その他の項目 　 　 　 　 　 　

減価償却費（注）４ 652 583 47 1,284 30 1,315

有形固定資産及び
無形固定資産の増加額
（注）４

1,014 202 22 1,240 61 1,301

(注) １　セグメント利益及びセグメント資産の調整額の内容は、以下のとおりであります。

(単位：百万円)

セグメント利益 前連結会計年度 当連結会計年度

セグメント間取引消去  △ 37 △ 58

全社費用※ △ 805 △ 984

合計 △ 842 △ 1,042

※　全社費用は、報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

(単位：百万円)

セグメント資産 前連結会計年度 当連結会計年度

全社資産※ 7,667 9,663

合計 7,667 9,663

※　全社資産は、当社の余資運用資金、長期投資資産（投資有価証券等）及び報告セグメントに帰属しない資

産等であります。

２　有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額は、報告セグメントに帰属しない設備等の投資額でありま

す。

３　セグメント利益及びセグメント資産は、それぞれ連結財務諸表の営業利益及び資産合計と調整を行っておりま

す。

４　減価償却費と有形固定資産及び無形固定資産の増加額には、長期前払費用とその償却額が含まれております。
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【関連情報】

前連結会計年度(自　平成22年11月１日  至  平成23年10月31日)

１  製品及びサービスごとの情報

セグメント情報の内容と同一であるため、記載を省略しております。

　
２  地域ごとの情報

(1) 売上高

本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。

　
(2) 有形固定資産

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

　
３  主要な顧客ごとの情報

外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載はあり

ません。

　
当連結会計年度(自　平成23年11月１日  至  平成24年10月31日)

１  製品及びサービスごとの情報

セグメント情報の内容と同一であるため、記載を省略しております。

　
２  地域ごとの情報

(1) 売上高

本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。

　
(2) 有形固定資産

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

　
３  主要な顧客ごとの情報

外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載はあり

ません。

　
【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前連結会計年度(自　平成22年11月１日　至　平成23年10月31日)

　 　 　 　 　 (単位：百万円)

　

報告セグメント

全社・消去 合計
住宅事業 ホテル事業 ビール事業 計

減損損失 228 ― ― 228 25 254

　
当連結会計年度(自　平成23年11月１日  至  平成24年10月31日)

　 　 　 　 　 (単位：百万円)

　

報告セグメント

全社・消去 合計
住宅事業 ホテル事業 ビール事業 計

減損損失 44 ― ― 44 20 65
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【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前連結会計年度(自　平成22年11月１日  至  平成23年10月31日)

　 　 　 　 　 (単位：百万円)

　

報告セグメント

全社・消去 合計
住宅事業 ホテル事業 ビール事業 計

当期償却額 54 ― 25 79 ― 79

当期末残高 72 ― 49 121 ― 121

　

当連結会計年度(自　平成23年11月１日  至  平成24年10月31日)

　 　 　 　 　 (単位：百万円)

　

報告セグメント

全社・消去 合計
住宅事業 ホテル事業 ビール事業 計

当期償却額 54 ― 26 80 ― 80

当期末残高 18 ― 26 44 ― 44

　

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

前連結会計年度(自　平成22年11月１日  至  平成23年10月31日)

ホテル事業において、当社の連結子会社である㈱ホテル東日本が、平成23年７月20日開催の同社臨時株

主総会決議及び平成23年７月21日開催の同社取締役会決議に基づき、平成23年10月31日までに自己株式

330,850株を取得いたしました。これに伴い、当連結会計年度において、23百万円の負ののれん発生益を計

上しております。

　

当連結会計年度(自　平成23年11月１日  至  平成24年10月31日)

ホテル事業において、当社の連結子会社である㈱ホテル東日本が、平成23年７月20日開催の同社臨時株

主総会決議及び平成23年７月21日開催の同社取締役会決議に基づき、自己株式43,750株を取得いたしま

した。これに伴い、当連結会計年度において、２百万円の負ののれん発生益を計上しております。
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【関連当事者情報】

関連当事者との取引

１　連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引

　(１)　連結財務諸表提出会社の非連結子会社及び関連会社等

前連結会計年度(自　平成22年11月１日　至　平成23年10月31日)

種類
会社等の名称
又は氏名

所在地
資本金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等の
所有(被所
有)割合

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

非連結子会社 東日本テック㈱
東京都
千代田区

10
建設資材の
販売

(所有)
直接
90.0％

部材仕入
役員の兼任

部材仕入 3,859
工事未払金 1,132

未収入金 79

(注) １　取引金額には消費税等は含まず、期末残高には消費税等を含んで表示しております。

２　取引条件ないし取引条件の決定方針等

　　東日本テック㈱に対する工事未払金については、当社が同社より住宅資材を仕入れたことに対する未払金で

あり、部材仕入取引にあたっては取引条件及び取引条件の決定方針については、一般的取引条件と同様に決

定しております。
　

当連結会計年度(自　平成23年11月１日　至　平成24年10月31日)

種類
会社等の名称
又は氏名

所在地
資本金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等の
所有(被所
有)割合

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

非連結子会社 東日本テック㈱
東京都
千代田区

10
建設資材の
販売

(所有)
直接
100.0％

部材仕入
役員の兼任

部材仕入 1,308
工事未払金 ―

未収入金 ―

(注) １　取引金額には消費税等は含まず、期末残高には消費税等を含んで表示しております。

２　取引条件ないし取引条件の決定方針等

　　東日本テック㈱に対する工事未払金については、当社が同社より住宅資材を仕入れたことに対する未払金で

あり、部材仕入取引にあたっては取引条件及び取引条件の決定方針については、一般的取引条件と同様に決

定しております。

３　東日本テック㈱は、平成24年10月30日付で清算終了しており、上記取引金額は同日までの取引金額を記載し

ております。
　

　(２)　連結財務諸表提出会社の役員及び主要株主（個人の場合に限る）等

前連結会計年度(自　平成22年11月１日　至　平成23年10月31日)

種類
会社等の名称
又は氏名

所在地
資本金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等の
所有(被所
有)割合

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

役員及びその近
親者が議決権の
過半数を所有し
ている会社等

㈱東京ヴィーナ
ス

東京都
中央区

10
演劇等の興
行等

─ ─
店舗改修工
事請負

─
長期未収
入金

152

役員の近親者が
代表権を有して
いる会社等

㈱ＮＴＣドリー
ムマックス

東京都
中央区

680
化学工業製
品の販売

─

水素水サー
バー開発費

水素水サー
バー開発費

9 ─ ─

ノベルティ
グッズの購
入

ノベルティ
グッズの購
入

6 ─ ─

㈲タウン宅建
東京都
新宿区

10
不動産の売
買・賃貸

─
事務所賃料 事務所賃料 10 ― ―

不動産売買 不動産売買 ― 前渡金 33

(注) １　取引金額には消費税等は含まず、期末残高には消費税等を含んで表示しております。

２　取引条件ないし取引条件の決定方針等

①㈱東京ヴィーナスにつきましては、当社の元監査役中村均氏の近親者が実質的に支配しております。同社に

対する工事代金につきましては、現在同社が実質的に休眠状態であるため、返済条件は定めておらず担保の

受入もありません。なお、同社への債権に対し152百万円の貸倒引当金を計上しております。

②㈱ＮＴＣドリームマックスにつきましては、当社の元監査役中村均氏の近親者が代表取締役であります。同

社からのノベルティグッズの購入は一般的取引条件と同様に決定しております。

③㈲タウン宅建につきましては、当社の代表取締役である成田和幸氏の近親者が代表取締役であります。同社

との不動産売買・賃貸は一般的取引条件と同様に決定しております。

３　㈱東京ヴィーナス及び㈱ＮＴＣドリームマックスにつきましては、当社の元監査役中村均氏が平成23年１月

27日開催の当社第42期定時株主総会終結の時をもって退任されましたので、上記取引金額は当該退任日ま

での取引金額を、期末残高は当該退任日現在の残高を記載しております。
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当連結会計年度(自　平成23年11月１日　至　平成24年10月31日)

種類
会社等の名称
又は氏名

所在地
資本金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等の
所有(被所
有)割合

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

関係会社役員 鈴木　直一 ― ―
㈱ホテル東
日本取締役
副社長

(所有)
直接0.2％

─
住宅建築
の請負

35 ― ―

役員の近親者 真田　忠幸 ― ― ― ― ―
住宅建築
の請負

99 ― ―

役員の近親者が
代表権を有して
いる会社等

㈲タウン宅建
東京都
新宿区

10
不動産の管
理

─

不動産売買 不動産売買 173 ― ―

事務所賃料 事務所賃料 4 ― ―

(注) １　取引金額には消費税等は含まず、期末残高には消費税等を含んで表示しております。

２　取引条件ないし取引条件の決定方針等

①鈴木直一氏につきましては、当社の子会社である㈱ホテル東日本の取締役副社長であります。同氏に対する

販売価格は一般取引条件と同様に決定しております。

②真田忠幸氏につきましては、当社の取締役である真田和典氏の近親者であります。同氏に対する販売価格は

一般取引条件と同様に決定しております。

③㈲タウン宅建につきましては、当社の代表取締役である成田和幸氏の近親者が代表取締役であります。同社

との不動産売買・賃貸は一般的取引条件と同様に決定しております。

　

２　連結財務諸表提出会社の連結子会社と関連当事者との取引

　　重要性が低いため、記載を省略しております。
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(１株当たり情報)

　
前連結会計年度

(自　平成22年11月１日
　至　平成23年10月31日)

当連結会計年度
(自　平成23年11月１日
　至　平成24年10月31日)

１株当たり純資産額 159円45銭 226円89銭

１株当たり当期純利益金額 47円53銭 83円49銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 40円43銭 82円99銭

（注）１株当たり当期純利益金額、及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりで

あります。

　
前連結会計年度

(自　平成22年11月１日
　至　平成23年10月31日)

当連結会計年度
(自　平成23年11月１日
　至　平成24年10月31日)

１株当たり当期純利益金額 　 　

当期純利益（百万円） 2,763 4,297

普通株主及び普通株主と同等の株主に帰属しない
金額（百万円）（注）

108 4

普通株式及び普通株式と同等の株式に係る当期純
利益（百万円）

2,655 4,292

普通株式及び普通株式と同等の株式の期中平均株
式数の種類別の内訳

　 　

　　　　　　　普通株式（株） 45,865,084 45,869,745

　　　　　　　Ａ種優先株式（株） 10,000,000 5,546,448

普通株式及び普通株式と同等の株式
の期中平均株式数（株）

55,865,084 51,416,193

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 　 　

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定
に用いられた当期純利益調整額の主要な内訳　
（百万円）

　 　

　　　　　　　Ｂ種優先株式に係る配当金額 40 ―

　　　　　　　期中に取得したＢ種優先株式に係
　　　　　　　る経過配当金相当額

68 4

当期純利益調整額（百万円） 108 4

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定
に用いられた普通株式増加数の主要な内訳

　 　

　　　　　　　Ｂ種優先株式（株） 12,493,151 368,195

普通株式増加数（株） 12,493,151 368,195

希簿化効果を有しなかったため、潜在株式調整後
１株当たり当期純利益金額の算定に含まれなかっ
た潜在株式の概要

　 　

　　　　　　　潜在株式の種類 Ａ種優先株式 Ａ種優先株式

　　　　　　　潜在株式の数（株） 10,000,000 5,546,448

　　　　（注）Ｂ種優先株式に係る配当金額であります。

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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⑤ 【連結附属明細表】

【社債明細表】

　

会社名 銘柄 発行年月日
当期首残高
(百万円)

当期末残高
(百万円)

利率
（％）

担保 償還期限

当社
2009年
第３回無担保社債

平成21年
12月30日

350
250

（100)
年
0.550

無担保
平成26年
12月30日

当社
2010年
第４回無担保社債

平成22年
９月30日

40
30

（10)
年
0.540

無担保
平成27年
９月30日

当社
2011年
第５回無担保社債

平成23年
１月31日

45
35

（10)
年
0.550

無担保
平成28年
１月29日

合計 ― ― 435
315

（120)
― ― ―

(注) １　当期末残高の（　）書は１年以内に償還を予定される金額であります。

２　連結決算日後５年内における１年ごとの償還予定額は次のとおりであります。

１年以内
(百万円)

１年超２年以内
(百万円)

２年超３年以内
(百万円)

３年超４年以内
(百万円)

４年超５年以内
(百万円)

120 120 70 5 ―

　

【借入金等明細表】

　

区分
当期首残高
(百万円)

当期末残高
(百万円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 749 2,029 2.222 ―

１年以内に返済予定の長期借入金 1,878 2,480 2.265 ―

１年以内に返済予定のリース債務 309 405 4.413 ―

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く。)

15,002 13,877 2.377
平成25年11月
～平成31年10月

リース債務(１年以内に返済予定
のものを除く。)

498 681 4.359
平成25年11月
～平成30年11月

その他有利子負債 ─ ― ─ ―

合計 18,438 19,474 ― ―

(注) １　平均利率の算定方法は、借入金等の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。

２　長期借入金及びリース債務(１年以内に返済予定のものを除く。)の連結決算日後５年内における返済予定額

は以下のとおりであります。
　

　
１年超２年以内
(百万円)

２年超３年以内
(百万円)

３年超４年以内
(百万円)

４年超５年以内
(百万円)

長期借入金 2,231 1,487 1,394 8,609

リース債務 327 209 111 31

　

【資産除去債務明細表】

当連結会計年度期首及び当連結会計年度末における資産除去債務の金額が、当連結会計年度期首

及び当連結会計年度末における負債及び純資産の合計額の100分の１以下であるため、連結財務諸表

規則第92条の２の規定により記載を省略しております。
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(2) 【その他】

当連結会計年度における四半期情報等

　

(累計期間) 第１四半期 第２四半期 第３四半期 当連結会計年度

売上高 (百万円) 9,007 19,993 33,029 54,631

税金等調整前四半期
(当期)純利益金額
(△は損失)

(百万円) △ 565 △ 279 845 4,333

四半期(当期)純利益
金額(△は損失)

(百万円) △ 578 △ 297 741 4,297

１株当たり四半期
(当期)純利益金額
(△は損失)

(円) △ 10.43 △ 5.41 13.83 83.49

　

(会計期間) 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

１株当たり四半期純
利益金額(△は損失)

(円) △ 10.43 5.02 21.58 77.52
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２【財務諸表等】
(1)【財務諸表】
①【貸借対照表】

(単位：百万円)

前事業年度
(平成23年10月31日)

当事業年度
(平成24年10月31日)

資産の部

流動資産

現金預金 ※１
 3,569

※１
 5,085

受取手形 17 10

完成工事未収入金 1,017 759

未成工事支出金 413 574

商品 59 34

販売用不動産 ※１
 2,756

※１
 4,396

貯蔵品 47 16

前渡金 567 239

前払費用 321 315

繰延税金資産 1,530 1,800

立替金 80 60

未収入金 ※３
 1,431

※３
 1,250

その他 157 186

貸倒引当金 △4 △3

流動資産合計 11,965 14,726

固定資産

有形固定資産

建物 ※１
 7,270

※１
 7,193

減価償却累計額及び減損損失累計額 △4,665 △4,601

建物（純額） 2,605 2,592

賃貸用建物 ※１
 26,257

※１
 26,287

減価償却累計額及び減損損失累計額 △16,181 △16,533

賃貸用建物（純額） 10,075 9,753

構築物 ※１
 2,565

※１
 2,523

減価償却累計額及び減損損失累計額 △2,207 △2,198

構築物（純額） 358 324

機械及び装置 ※１
 1,729

※１
 1,727

減価償却累計額及び減損損失累計額 △1,673 △1,648

機械及び装置（純額） 56 79

車両運搬具 1 0

減価償却累計額及び減損損失累計額 △1 △0

車両運搬具（純額） 0 0

工具、器具及び備品 1,475 1,347

減価償却累計額及び減損損失累計額 △1,248 △1,131

工具、器具及び備品（純額） 226 215

土地 ※１
 10,358

※１
 10,401

リース資産 1,333 1,708

減価償却累計額及び減損損失累計額 △552 △786

リース資産（純額） 780 921

建設仮勘定 39 34

有形固定資産合計 24,499 24,322
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(単位：百万円)

前事業年度
(平成23年10月31日)

当事業年度
(平成24年10月31日)

無形固定資産

借地権 214 212

ソフトウエア 85 73

リース資産 87 224

その他 68 63

無形固定資産合計 456 574

投資その他の資産

投資有価証券 ※１
 23

※１
 23

関係会社株式 440 435

長期貸付金 331 319

株主、役員又は従業員に対する長期貸付金 11 0

関係会社長期貸付金 1,957 1,801

破産更生債権等 7 7

長期前払費用 151 149

差入保証金 886 874

長期未収入金 190 189

その他 20 18

貸倒引当金 △406 △352

投資その他の資産合計 3,613 3,467

固定資産合計 28,569 28,364

繰延資産

社債発行費 10 7

繰延資産合計 10 7

資産合計 40,544 43,098

負債の部

流動負債

工事未払金 ※３
 5,714

※３
 5,858

短期借入金 ※１
 749

※１
 1,999

1年内償還予定の社債 120 120

1年内返済予定の長期借入金 ※１
 1,676

※１
 2,265

リース債務 307 398

未払金 343 643

未払費用 412 459

未払法人税等 91 108

未払消費税等 111 144

未成工事受入金 1,938 2,209

預り金 848 931

仮受金 5 3

完成工事補償引当金 165 186

賞与引当金 525 653

その他 27 30

流動負債合計 13,035 16,012
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(単位：百万円)

前事業年度
(平成23年10月31日)

当事業年度
(平成24年10月31日)

固定負債

社債 315 195

長期借入金 ※１
 14,470

※１
 13,459

リース債務 482 649

繰延税金負債 35 36

長期預り金 396 397

退職給付引当金 2,011 1,944

役員退職慰労引当金 412 486

リース資産減損勘定 0 －

資産除去債務 222 209

その他 94 58

固定負債合計 18,442 17,437

負債合計 31,477 33,449

純資産の部

株主資本

資本金 3,873 3,873

資本剰余金

資本準備金 20 20

資本剰余金合計 20 20

利益剰余金

利益準備金 108 134

その他利益剰余金 5,104 5,648

繰越利益剰余金 5,104 5,648

利益剰余金合計 5,212 5,782

自己株式 △19 △18

株主資本合計 9,087 9,658

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △3 △0

繰延ヘッジ損益 △16 △9

評価・換算差額等合計 △20 △9

純資産合計 9,067 9,649

負債純資産合計 40,544 43,098
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②【損益計算書】
(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成22年11月１日
　至 平成23年10月31日)

当事業年度
(自 平成23年11月１日
　至 平成24年10月31日)

売上高

完成工事高 38,083 39,389

販売用不動産売上高 2,092 5,505

その他の売上高 2,067 2,091

売上高合計 42,243 46,985

売上原価

完成工事原価 24,729 25,482

販売用不動産売上原価 ※１
 1,874

※１
 4,688

その他の原価 1,160 1,071

売上原価合計 27,765 31,242

売上総利益

完成工事総利益 13,354 13,906

販売用不動産売上総利益 217 816

その他の売上総利益 906 1,019

売上総利益合計 14,478 15,743

販売費及び一般管理費

販売手数料 170 177

広告宣伝費 784 788

役員報酬 177 214

従業員給料手当 3,863 4,338

賞与引当金繰入額 371 451

退職給付費用 532 169

役員退職慰労引当金繰入額 28 74

法定福利費 585 704

福利厚生費 73 105

修繕費 12 30

図書印刷費 37 33

通信費 119 127

旅費及び交通費 238 269

水道光熱費 95 107

交際費 22 23

賃借料 1,793 1,587

減価償却費 493 547

消耗品費 69 69

車両費 339 363

租税公課 266 292

手数料 331 372

保険料 22 22

試験研究費 ※２
 24

※２
 3

貸倒引当金繰入額 1 －

雑費 249 230

販売費及び一般管理費合計 10,703 11,107

営業利益 3,775 4,636
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(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成22年11月１日
　至 平成23年10月31日)

当事業年度
(自 平成23年11月１日
　至 平成24年10月31日)

営業外収益

受取利息 ※３
 57

※３
 65

受取配当金 ※３
 36

※３
 134

賃貸料収入 17 4

保険解約返戻金 9 －

貸倒引当金戻入額 － ※３
 55

雑収入 27 29

営業外収益合計 148 289

営業外費用

支払利息 690 647

社債利息 2 1

雑支出 38 35

営業外費用合計 731 684

経常利益 3,191 4,240

特別利益

貸倒引当金戻入額 ※３
 109 －

特別利益合計 109 －

特別損失

固定資産除却損 ※５
 47

※５
 49

貸倒引当金繰入額 50 －

減損損失 ※６
 248

※６
 60

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 131 －

投資有価証券評価損 － 8

災害による損失 ※４
 33 －

その他特別損失 56 1

特別損失合計 569 121

税引前当期純利益 2,731 4,118

法人税、住民税及び事業税 69 72

法人税等調整額 △155 △277

法人税等合計 △86 △205

当期純利益 2,817 4,324
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【完成工事原価報告書】

　

　 　
前事業年度

(自　平成22年11月１日
至　平成23年10月31日)

当事業年度
(自　平成23年11月１日
至　平成24年10月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

材料費 　 10,210 41.3 10,906 42.8

外注費 　 10,621 42.9 11,415 44.8

経費
(うち人件費)

　
3,898
(2,077)

15.8
(8.4)

3,160
(1,890)

12.4
(7.4)

合計 　 24,729100.0 25,482100.0

　 　 　 　 　 　

(注)　原価計算の方法

当社の原価計算の方法は、実際原価による個別原価計算であり工事毎に原価を材料費、外注費及び経費の要素別

に分類集計しております。工事共通費(間接費)は、期末に直接費を基準として当期完成工事原価、期末未成工事

支出金等に配賦しております。

　
【販売用不動産売上原価報告書】

　

　 　
前事業年度

(自　平成22年11月１日
至　平成23年10月31日)

当事業年度
(自　平成23年11月１日
至　平成24年10月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

当期販売用土地購入額 　 934 54.9 2,876 45.4

当期販売用建物建築費 　 767 45.1 3,452 54.6

計 　 1,701 100.0 6,328 100.0

期首販売用不動産たな卸高 　 2,929　 2,756　

期末販売用不動産たな卸高 　 2,756　 4,396　

差引販売用不動産売上原価 　 1,874　 4,688　

　 　 　 　 　 　

(注)　原価計算の方法

土地については、購入区画別に実際原価による個別原価計算、建物については、工事毎に実際原価による個別原

価計算を行っております。

　
【その他売上原価報告書】

　

　 　
前事業年度

(自　平成22年11月１日
至　平成23年10月31日)

当事業年度
(自　平成23年11月１日
至　平成24年10月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

減価償却費 　 487 42.0 405 37.8

その他 　 222 19.2 202 18.9

賃貸料収入原価 　 710 61.2 607 56.7

その他 　 450 38.8 463 43.3

合計 　 1,160 100.0 1,071 100.0
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③【株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成22年11月１日
　至 平成23年10月31日)

当事業年度
(自 平成23年11月１日
　至 平成24年10月31日)

株主資本

資本金

当期首残高 3,873 3,873

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 3,873 3,873

資本剰余金

資本準備金

当期首残高 20 20

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 20 20

その他資本剰余金

当期首残高 － －

当期変動額

自己株式の処分 0 －

優先株式の消却 △0 －

当期変動額合計 － －

当期末残高 － －

資本剰余金合計

当期首残高 20 20

当期変動額

自己株式の処分 0 －

優先株式の消却 △0 －

当期変動額合計 － －

当期末残高 20 20

利益剰余金

利益準備金

当期首残高 71 108

当期変動額

剰余金の配当 13 18

優先株式の配当金 23 8

当期変動額合計 36 26

当期末残高 108 134

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

当期首残高 4,926 5,104

当期変動額

剰余金の配当 △151 △201

優先株式の配当金 △253 △88

当期純利益 2,817 4,324

自己株式の処分 － 1

優先株式の消却 △2,235 △3,492

当期変動額合計 178 543

当期末残高 5,104 5,648
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(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成22年11月１日
　至 平成23年10月31日)

当事業年度
(自 平成23年11月１日
　至 平成24年10月31日)

利益剰余金合計

当期首残高 4,997 5,212

当期変動額

剰余金の配当 △137 △183

優先株式の配当金 △230 △80

当期純利益 2,817 4,324

自己株式の処分 － 1

優先株式の消却 △2,235 △3,492

当期変動額合計 214 569

当期末残高 5,212 5,782

自己株式

当期首残高 △18 △19

当期変動額

自己株式の取得 △1 △1

自己株式の処分 0 2

優先株式の取得 △2,235 △3,492

優先株式の消却 2,235 3,492

当期変動額合計 △1 1

当期末残高 △19 △18

株主資本合計

当期首残高 8,873 9,087

当期変動額

剰余金の配当 △137 △183

優先株式の配当金 △230 △80

当期純利益 2,817 4,324

自己株式の取得 △1 △1

自己株式の処分 0 4

優先株式の取得 △2,235 △3,492

優先株式の消却 － －

当期変動額合計 213 571

当期末残高 9,087 9,658

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

当期首残高 △1 △3

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△2 3

当期変動額合計 △2 3

当期末残高 △3 △0

繰延ヘッジ損益

当期首残高 △23 △16

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

6 7

当期変動額合計 6 7

当期末残高 △16 △9
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(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成22年11月１日
　至 平成23年10月31日)

当事業年度
(自 平成23年11月１日
　至 平成24年10月31日)

純資産合計

当期首残高 8,849 9,067

当期変動額

剰余金の配当 △137 △183

優先株式の配当金 △230 △80

当期純利益 2,817 4,324

自己株式の取得 △1 △1

自己株式の処分 0 4

優先株式の取得 △2,235 △3,492

優先株式の消却 － －

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 3 10

当期変動額合計 217 581

当期末残高 9,067 9,649
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【重要な会計方針】

１　有価証券の評価基準及び評価方法

(1) 子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法

(2) その他有価証券

①時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均

法により算定)

②時価のないもの

移動平均法による原価法

２　たな卸資産の評価基準及び評価方法

(1) 未成工事支出金

個別法による原価法（貸借対照表価額については、収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算

定）

(2) 販売用不動産

個別法による原価法（貸借対照表価額については、収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算

定）

３　固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産（リース資産を除く)

重要な賃貸用資産及び平成10年４月１日以降に取得した建物(附属設備を除く)については定額法、そ

の他の資産については定率法を採用しております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物・構築物　７～50年

賃貸用建物　　10～50年

(2) 無形固定資産（リース資産を除く)

定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウェアについては社内における利用可能期間(５年)に基づく定額法を採用し

ております。

(3) リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法を採用しております。

なお、リース取引開始日がリース会計基準適用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・リース取

引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

４　繰延資産の処理方法

社債発行費

社債の償還までの期間にわたり定額法により償却しております。
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５　引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

(2) 完成工事補償引当金

完成工事に関する瑕疵担保に備えるため、期末前１年間の完成工事高及び販売用建物売上高に対し、過

去の補修実績に基づく将来の見積補償額を計上しております。

(3) 賞与引当金

従業員の賞与の支給に充てるため、支給見込額を計上しております。

(4) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき

計上しております。

なお、数理計算上の差異については、発生額を発生年度において費用処理しております。

(5) 役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金支給に充てるため、内規に基づく期末要支給額を計上しております。

６　重要な収益及び費用の計上基準

完成工事高及び完成工事原価の計上基準

当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事（工期がごく短期間のものを除

く）については工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法による）を、その他の工事については

工事完成基準を適用しております。

７　ヘッジ会計の方法

(1) ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理を適用しております。

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

a　ヘッジ手段　金利キャップ

b　ヘッジ対象　社債、長期借入金

(3) ヘッジ方針

金利変動によるリスクを回避する目的で、対象物の範囲内に限定してヘッジしております。

(4) ヘッジ有効性評価の方法

金利キャップの想定元本が借入金の元本金額の範囲内であり概ね一致していること、金利キャップの

契約期間が借入金の借入期間内であり概ね一致していること、借入金の変動金利のインデックスと金利

キャップのインデックスが一致していること、金利キャップの受取条件が契約期間を通して一定である

こと等を基準に、有効性を評価しております。

８　その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税に相当する額の会計処理は、税抜方式によっております。
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【追加情報】

（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用）

当事業年度の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬

の訂正に関する会計基準」(企業会計基準第24号  平成21年12月４日)及び「会計上の変更及び誤謬の訂

正に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第24号  平成21年12月４日)を適用しておりま

す。
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【注記事項】

(貸借対照表関係)

※１　このうち次のとおり借入金等の担保に供しております。

　
前事業年度

(平成23年10月31日)
当事業年度

(平成24年10月31日)

現金預金 390百万円 240百万円

販売用不動産 1,063 1,736

建物・構築物 2,525 2,380

賃貸用建物 10,075 9,752

機械及び装置 49 72

土地 9,911 9,823

投資有価証券 14 16

計 24,030 24,022

担保提供資産に対応する債務

　
前事業年度

(平成23年10月31日)
当事業年度

(平成24年10月31日)

短期借入金 339百万円 1,599百万円

一年内返済予定の長期借入金 1,546 1,517

長期借入金 14,000 11,121

計 15,885 14,238

２　保証債務

下記の住宅購入者等に対する金融機関の融資について保証を行っております。

　
前事業年度

(平成23年10月31日)
当事業年度

(平成24年10月31日)

住宅購入者等 4,135百万円 4,283百万円

関係会社 　 　

㈱東日本ウッドワークス中部 229 273

㈱ホテル東日本 166 99

㈱銀河高原ビール 1 ―

計 4,532 4,656

なお住宅購入者等に係る保証の大半は、保証会社が金融機関に対し保証を行うまでのつなぎ保証で

あります。

※３　区分掲記されたもの以外で関係会社に対するものは次のとおりであります。

　
前事業年度

(平成23年10月31日)
当事業年度

(平成24年10月31日)

未収入金 1,176百万円 1,045百万円

工事未払金 1,372 141

　

(損益計算書関係）

※１　通常の販売目的で保有する棚卸資産の収益性の低下による簿価切下額

　
前事業年度

(自  平成22年11月１日
至  平成23年10月31日)

当事業年度
(自  平成23年11月１日
至  平成24年10月31日)

売上原価 70百万円 71百万円

※２　一般管理費に含まれる研究開発費は、次のとおりであります。

　
前事業年度

(自  平成22年11月１日
至  平成23年10月31日)

当事業年度
(自  平成23年11月１日
至  平成24年10月31日)

　 24百万円 3百万円
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※３　関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれております。

　
前事業年度

(自  平成22年11月１日
至  平成23年10月31日)

当事業年度
(自  平成23年11月１日
至  平成24年10月31日)

受取利息 51百万円 59百万円

受取配当金 27 127

貸倒引当金戻入額 109 55

※４　前事業年度における災害による損失は、東日本大震災に伴う、被災地への支援費用、引渡物件等の調査費

用、固定資産の修繕及び除却費用であります。

※５　固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。

　
前事業年度

(自  平成22年11月１日
至  平成23年10月31日)

当事業年度
(自  平成23年11月１日
至  平成24年10月31日)

建物 30百万円 14百万円

賃貸用建物 ― 4

構築物 9 13

機械及び装置 ― 0

工具器具・備品 5 8

その他 1 8

計 47 49

※６　減損損失

前事業年度(自　平成22年11月１日　至　平成23年10月31日)

当社は、以下の資産について減損損失を計上いたしました。

用途 種類 場所 件数

支店 建物及び構築物等 北海道帯広市他 ３件

賃貸資産 賃貸用建物及び土地 岩手県盛岡市他 ２件

遊休資産 土地 秋田県仙北市 １件

当社は、管理会計上の事業区分に基づく事業所単位をキャッシュ・フローを生み出す最小の単位と

し、本社等の全社資産を共用資産としてグルーピングしております。なお、賃貸用資産は、個別物件ごと

にグルーピングしております。

一部の支店の売上減少、賃貸料収入の減少、及び遊休資産の地価の下落等により、上記資産または資

産グループの帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失(248百万円)として特別損失

に計上しております。その内訳は、支店170百万円(建物・構築物34百万円、土地94百万円、リース資産35

百万円、その他５百万円)、賃貸資産58百万円（賃貸用建物４百万円、土地53百万円）、遊休資産19百万

円（土地19百万円）であります。

なお、当該資産または資産グループの回収可能価額は使用価値または正味売却価格により測定して

おります。土地については、正味売却価格により測定しており、公示価格に基づく評価額により算定し

ております。その他の資産については、使用価値により測定しており、将来キャッシュ・フローに基づ

く評価額がマイナスであるため、回収可能価額は零と算定しております。
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当事業年度(自　平成23年11月１日　至　平成24年10月31日)

当社は、以下の資産について減損損失を計上いたしました。

用途 種類 場所 件数

支店 建物及び構築物等 千葉県市原市他 ３件

遊休資産 土地 岩手県盛岡市 １件

当社は、管理会計上の事業区分に基づく事業所単位をキャッシュ・フローを生み出す最小の単位と

し、本社等の全社資産を共用資産としてグルーピングしております。なお、賃貸用資産は、個別物件ごと

にグルーピングしております。

一部の支店の売上減少、賃貸料収入の減少、及び遊休資産の地価の下落等により、上記資産または資

産グループの帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失(60百万円)として特別損失

に計上しております。その内訳は、支店44百万円(建物・構築物４百万円、リース資産25百万円、その他

13百万円)、遊休資産16百万円（土地16百万円）であります。

なお、当該資産または資産グループの回収可能価額は使用価値または正味売却価格により測定して

おります。土地については、正味売却価格により測定しており、公示価格に基づく評価額により算定し

ております。その他の資産については、使用価値により測定しており、将来キャッシュ・フローに基づ

く評価額がマイナスであるため、回収可能価額は零と算定しております。

　
(株主資本等変動計算書関係)

前事業年度(自　平成22年11月１日　至　平成23年10月31日)

自己株式に関する事項
　

株式の種類 当事業年度期首（株) 増加（株) 減少（株) 当事業年度末（株)

普通株式
　　　（注）１，２

97,338 5,514 500 102,352

Ｂ種優先株式
　　　（注）３

─ 2,000,000 2,000,000 ─

合計 97,338 2,005,514 2,000,500 102,352

（注）1　普通株式の自己株式の増加5,514株は、単元未満株式の買取りによるものであります。

 2　普通株式の自己株式の減少500株は、単元未満株式の買増請求による売渡によるものであります。

 3　Ｂ種優先株式の自己株式の増加及び減少2,000,000株は、取締役会決議による取得及び消却によるものであり

ます。

　

当事業年度(自　平成23年11月１日　至　平成24年10月31日)

自己株式に関する事項
　

株式の種類 当事業年度期首（株) 増加（株) 減少（株) 当事業年度末（株)

普通株式
　　　（注）１，２

102,352 4,585 13,440 93,497

Ａ種優先株式
　　　（注）３

― 10,000,000 10,000,000 ―

Ｂ種優先株式
　　　（注）３

─ 500,000 500,000 ―

合計 102,352 10,504,585 10,513,440 93,497

（注）1　普通株式の自己株式の株式数の増加4,585株は、単元未満株式の買取によるものであります。

 2　普通株式の自己株式の株式数の減少13,440株は、連結子会社である㈱銀河高原ビールの完全子会社化のための

株式交換によるものであります。

 3　Ａ種優先株式の発行済株式総数の減少ならびに自己株式の株式数の増加及び減少10,000,000株、Ｂ種優先株式

の発行済株式総数の減少ならびに自己株式の株式数の増加及び減少500,000株は、取締役会決議による取得及

び消却によるものであります。
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(リース取引関係)

ファイナンス・リース取引

所有権移転外ファイナンス・リース取引

(1) リース資産の内容

①有形固定資産

住宅事業における展示場、車輌、ＯＡ機器（「建物」、「車輌運搬具」、「工具器具及び備品」）であ

ります。

②無形固定資産

ソフトウェアであります。

(2）リース資産の減価償却の方法

重要な会計方針「３　固定資産の減価償却の方法」に記載のとおりであります。

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が、平成20年10月31日以前

のリース取引については、通常の賃貸借取引にかかる方法に準じた会計処理によっており、その内容は

次のとおりであります。

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

　 (単位：百万円)

　

前事業年度
（平成23年10月31日）

取得価額相当額 減価償却累計額相当額 減損損失累計額相当額 期末残高相当額

建物 314 269 0 44

備品等 137 95 ― 42

ソフトウェア 38 32 ― 6

合計 490 397 0 92

　
　 (単位：百万円)

　

当事業年度
（平成24年10月31日）

取得価額相当額 減価償却累計額相当額 減損損失累計額相当額 期末残高相当額

建物 ― ― ― ―

備品等 53 48 ― 5

ソフトウェア 11 11 ― 0

合計 65 59 ― 6
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②　未経過リース料期末残高相当額及びリース資産減損勘定期末残高

　 　 (単位：百万円)

　
前事業年度

(平成23年10月31日)
当事業年度

(平成24年10月31日)

未経過リース料期末残高相当額 　 　

１年以内 84 7

１年超 17 ―

計 101 7

リース資産減損勘定残高 0 ―

　

③　支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償却費相当額及び支払利息相当額

　 　 (単位：百万円)

　
前事業年度

(自  平成22年11月１日
至  平成23年10月31日)

当事業年度
(自  平成23年11月１日
至  平成24年10月31日)

支払リース料 174 76

リース資産減損勘定の取崩額 4 0

減価償却費相当額 156 68

支払利息相当額 9 2

　

④　減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

　

⑤　利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期への配分方法につい

ては、利息法によっております。

　

(有価証券関係)

前事業年度（平成23年10月31日）

子会社株式（貸借対照表計上額440百万円）については、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを

見積ることなどができず、時価を把握することが極めて困難であると認められることから、記載しておりませ

ん。なお、関連会社株式はありません。

　
当事業年度（平成24年10月31日）

子会社株式（貸借対照表計上額435百万円）については、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを

見積ることなどができず、時価を把握することが極めて困難であると認められることから、記載しておりませ

ん。なお、関連会社株式はありません。
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(税効果会計関係)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

(繰延税金資産)

　
前事業年度

(平成23年10月31日)
当事業年度

(平成24年10月31日)

賞与引当金 241百万円 282百万円

未払決算賞与 ― 129

退職給付引当金 812 735

役員退職慰労引当金 166 183

貸倒引当金 159 128

完成工事補償引当金 66 70

株式評価損 2,891 2,705

未成分譲土地評価損 190 177

固定資産評価損 3,694 3,457

販売用土地評価損 156 153

減損損失累計額 951 875

資産除去債務 96 87

税務上の繰越欠損金 4,364 2,300

その他 49 58

繰延税金資産小計 13,841 11,347

評価性引当額 △ 12,311 △ 9,547

繰延税金資産合計 1,530 1,800

(繰延税金負債)

　
前事業年度

(平成23年10月31日)
当事業年度

(平成24年10月31日)

有形固定資産（除去費用） △ 35 △ 36

繰延税金負債合計 △ 35 △ 36

繰延税金資産の純額 1,494 1,763

　

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳

　
前事業年度

(平成23年10月31日)
当事業年度

(平成24年10月31日)

法定実効税率 40.4％ 40.4％

(調整） 　 　

交際費等永久に損金に算入されない項目 2.1％ 1.7％

住民税等均等割 2.5％ 1.7％

評価性引当額 △ 48.2％ △ 51.1％

税率変更による期末繰延税金資産の減額修正 ― 3.0％

その他 0.0％ △ 0.7％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 △ 3.2％ △ 5.0％
　

３　法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

「経済社会の構造の変化に対応した税制の構築を図るための所得税法等の一部を改正する法律」（平成

23年法律第114号)及び「東日本大震災からの復興のための施策を実施するために必要な財源の確保に関す

る特別措置法」(平成23年法律第117号）が、平成23年12月２日に公布され、当社では平成24年11月１日以降

に開始する事業年度から法人税率等が変更されることとなりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税

金負債の計算に使用される法定実効税率は、従来の40.4％から37.8％に、平成27年11月１日以降に開始する

事業年度については35.4％に変更されます。

この税率変更により、当事業年度における繰延税金資産の純額が121百万円減少し、法人税等調整額が121

百万円増加しております。
　

EDINET提出書類

東日本ハウス株式会社(E00197)

有価証券報告書

 90/107



　

(企業結合等関係)

　該当事項はありません。

　
(資産除去債務関係)

１．資産除去債務のうち貸借対照表に計上しているもの

(1)　当該資産除去債務の概要

住宅展示場の展示区画、ホテル用地、事務所等の不動産賃貸借契約等に伴う原状回復義務等であり

ます。

(2)　当該資産除去債務の金額の算定方法

使用見込期間を取得から６年～39年と見積り、割引率は0.00％～2.03％を使用して資産除去債務の

金額を計算しております。

(3)　当該資産除去債務の総額の増減

　
前事業年度

(自　平成22年11月１日
至　平成23年10月31日)

当事業年度
(自　平成23年11月１日
至　平成24年10月31日)

期首残高（注） 234百万円 238百万円

有形固定資産の取得に伴う増加額 21 18

時の経過による調整額 0 0

資産除去債務の履行による減少額 △ 17 △ 25

期末残高 238 231

(注）前事業年度の「期首残高」は「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号　平成20

年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21

号　平成20年３月31日）を適用したことによる期首時点における残高であります。

　
２．貸借対照表に計上しているもの以外の資産除去債務

当社は、土地賃貸借契約により使用する、ホテル東日本宇都宮のホテル用地の一部について原状回復義

務を有しております。当該ホテルの収益状況は良好であり、現在のところ移転等も予定されていないた

め、当該施設の使用期間を明確に定めることができず、資産除去債務を合理的に見積ることができませ

ん。そのため、当該債務に見合う資産除去債務を計上しておりません。
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(１株当たり情報)

　
前事業年度

(自　平成22年11月１日
至　平成23年10月31日)

当事業年度
(自　平成23年11月１日
至　平成24年10月31日)

１株当たり純資産額 142円32銭 210円35銭

１株当たり当期純利益金額 48円50銭 84円01銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 41円22銭 83円50銭

（注）１株当たり当期純利益金額、及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりで

あります。

　
前事業年度

(自　平成22年11月１日
至　平成23年10月31日)

当事業年度
(自　平成23年11月１日
至　平成24年10月31日)

１株当たり当期純利益金額 　 　

当期純利益（百万円） 2,817 4,324

普通株主及び普通株主と同等の株主に帰属しない
金額（百万円）（注）

108 4

普通株式及び普通株式と同等の株式に係る当期純
利益（百万円）

2,709 4,319

普通株式及び普通株式と同等の株式の期中平均株
式数の種類別の内訳

　 　

　　　　　　　普通株式（株） 45,865,084 45,869,745

　　　　　　　Ａ種優先株式（株） 10,000,000 5,546,448

普通株式及び普通株式と同等の株式の期中平均株
式数（株）

55,865,084 51,416,193

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 　 　

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定
に用いられた当期純利益調整額の主要な内訳　
（百万円）

　 　

　　　　　　　Ｂ種優先株式に係る配当金額 40 ―

　　　　　　　期中に取得したＢ種優先株式に係
　　　　　　　る経過配当金相当額

68 4

当期純利益調整額（百万円） 108 4

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定
に用いられた普通株式増加数の主要な内訳

　 　

　　　　　　　Ｂ種優先株式（株） 12,493,151 368,195

普通株式増加数（株） 12,493,151 368,195

希簿化効果を有しなかったため、潜在株式調整後
１株当たり当期純利益金額の算定に含まれなかっ
た潜在株式の概要

　 　

　　　　　　　潜在株式の種類 Ａ種優先株式 Ａ種優先株式

　　　　　　　潜在株式の数（株） 10,000,000 5,546,448

　　　　（注）Ｂ種優先株式に係る配当金額であります。

　

(重要な後発事象)

　該当事項はありません。
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④ 【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

　

銘柄 株式数(株) 貸借対照表計上額(百万円)

投資
有価証券

その他
有価証券

㈱みずほフィナンシャルグループ 57,168 7

㈱三菱UFJフィナンシャル・グループ 11,469 4

㈱トスネット 12,000 4

東北電力㈱ 6,080 3

㈱住宅性能評価センター 60 3

富士変速機㈱ 5,700 1

東亞合成㈱ 250 0

㈱福岡県不動産会館 30 0

㈱ベガルタ仙台 4,100 0

小計 96,857 23

計 96,857 23
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【有形固定資産等明細表】

　

資産の種類
当期首残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(百万円)

当期末残高
(百万円)

当期末減価
償却累計額
及び減損
損失累計額
又は償却
累計額
(百万円)

当期償却額
(百万円)

差引当期末
残高
(百万円)

有形固定資産 　 　 　 　 　 　 　

建物 7,270 500 577 7,193 4,601
210
(2)

2,592

賃貸用建物 26,257 87 58 26,28716,533 406 9,753

構築物 2,565 10 52 2,523 2,198
31
(2)

324

機械及び装置 1,729 0 2 1,727 1,648 △ 22 79

車両運搬具 1 ― 1 0 0 0 0

工具、器具及び備品 1,475 45 173 1,347 1,131
44
(2)

215

土地 10,358 103
60
(16)

10,401 ― ― 10,401

リース資産 1,333 401 26 1,708 786
258
(25)

921

建設仮勘定 39 497 502 34 ― ― 34

有形固定資産計 51,0291,647
1,454
(16)

51,22226,900
928
(33)

24,322

無形固定資産 　 　 　 　 　 　 　

借地権 214 ― ― 214 1 1 212

リース資産 136 182 ― 319 95 46 224

ソフトウエア 124 13 4 133 60 25 73

施設利用権 153 ― 47 105 103 2 1

電話加入権 64 ―
2
(2)

62 ― ― 62

無形固定資産計 693 196
54
(2)

834 260 75 574

長期前払費用 427 89 125 391 168
93
(8)

222

繰延資産 　 　 　 　 　 　 　

社債発行費 15 ― ― 15 8 3 7

繰延資産計 15 ― ― 15 8 3 7

(注) １　当期増加額のうち主なものは次のとおりであります。　

建物・・・・・・モデルハウス６棟の建設　　　　　　　　　　　　　　174百万円

モデルハウスソーラー25棟の建設　　　　　　　　　　 18百万円

盛岡本社ビルの改装建設　　　　　　　　　　　　　　 70百万円

マンションショールーム建物の購入　　　　　　　　　 89百万円

構築物・・・・・モデルハウス６棟の建設　　　　　　　　　　　　　　　8百万円

リース資産・・・モデルハウス６棟の建設及び11棟の使用中資産振替　　293百万円

建設仮勘定・・・モデルハウス等の建設　　　　　　　　　　　　　　　497百万円

２　当期減少額のうち主なものは次のとおりであります。

建物・・・・・・モデルハウス17棟の売却　　　　　　　　　　　　　　293百万円

３　当期減少額及び当期償却額のうち( )内は内書きで減損損失の計上額であります。

４　長期前払費用のうち、非償却性資産は除いております。また当期末残高には、１年内に費用となる長期前払費用

74百万円(貸借対照表では「前払費用」として流動資産に計上)が含まれております。
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【引当金明細表】

　

区分
当期首残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(目的使用)
(百万円)

当期減少額
(その他)
(百万円)

当期末残高
(百万円)

貸倒引当金 411 1 ― 57 355

完成工事補償引当金 165 186 165 ― 186

賞与引当金 525 653 525 ― 653

役員退職慰労引当金 412 74 ― ― 486

(注) １　計上理由及び額の算定基準につきましては、重要な会計方針に記載してあります。

２　貸倒引当金の当期減少額の「その他」は回収可能性の回復による取崩し56百万円及び債権消滅による取崩し

１百万円であります。
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(2) 【主な資産及び負債の内容】

ａ　資産の部

イ　現金預金

　

区分 金額(百万円)

現金 　 31

預金 (当座預金) 　 2,688

　 (普通預金) 　 1,802

　 (別段預金) 　 2

　 (定期預金) 　 560

計 　 5,054

合計 　 5,085

　

ロ　受取手形

(a) 相手先別内訳

　

相手先 金額(百万円)

㈲割烹博多 9

㈲高島酒店 0

合計 10

　

(b) 決済月別内訳

　

決済月 金額(百万円)

平成24年11月 1

平成24年12月 4

平成25年１月 4

平成25年２月 0

平成25年３月 0

平成25年４月以降 0

合計 10
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ハ　完成工事未収入金

(a) 相手先別内訳

　

相手先 金額(百万円)

個人 758

法人 0

合計 759

　

(b) 滞留状況

　

滞留期間 金額(百万円)

平成24年10月計上額 739

　　　　９月　〃 18

　　　　８月　〃 0

　　　　７月　〃 0

　　　　６月　〃 0

　　　　５月　〃 0

合計 759

　

(c) 回収及び滞留状況

　

当期首残高(Ａ)
(百万円)

当期発生高(Ｂ)
(百万円)

当期回収高(Ｃ)
(百万円)

当期末残高(Ｄ)
(百万円)

回収率(％)
 

Ｃ
×100

Ａ＋Ｂ

平均滞留期間
(日)

１/２(Ａ＋Ｄ)
×366

Ｂ

1,017 44,894 45,153 759 98.4 7.2

　

ニ　未成工事支出金

　

期首残高
(百万円)

当期発生高
(百万円)

完成工事原価への振替高
(百万円)

期末残高
(百万円)

413 25,643 25,482 574

　

期末残高の内訳は次のとおりであります。

　

科目 金額(百万円)

材料費 100

外注費 201

経費 272

合計 574
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ホ　商品

　

区分 金額(百万円)

住宅関連機器 34

合計 34

　
ヘ　販売用不動産

　

区分 金額(百万円)

土地 3,745

建物 651

合計 4,396

　
土地の地域区分、面積及び金額は次のとおりであります。

　

地域区分 面積(㎡) 金額(百万円)

北海道 　 38,836 1,230

青森県 　 338 12

岩手県 　 12,698 226

宮城県 　 2,689 45

山形県 　 299 17

福島県 　 5,758 159

茨城県 　 384 18

栃木県 　 1,075 83

長野県 　 1,495 59

埼玉県 　 470 320

千葉県 　 1,806 440

東京都 　 1,329 805

神奈川県 　 860 37

新潟県 　 1,094 55

富山県 　 348 12

福井県 　 276 11

静岡県 　 310 19

愛知県 　 2,279 164

兵庫県 　 396 21

愛媛県 　 110 4

合計 72,856 3,745
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ト　貯蔵品

　

相手先 金額(百万円)

パンフレット他 16

合計 16

　

チ　未収入金

　

相手先 金額(百万円)

㈱ホテル東日本 970

すまいづくりまちづくりセンター連合会 41

その他 238

合計 1,250

　

リ　関係会社長期貸付金

　

相手先 金額(百万円)

㈱銀河高原ビール 973

㈱ホテル東日本 425

㈱東日本ウッドワークス北海道 245

㈱東日本ウッドワークス中部 157

合計 1,801
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ｂ　負債の部

イ　工事未払金

　

相手先 金額(百万円)

丸紅建材㈱ 578

ＹＫＫ ＡＰ㈱ 269

グリーンテック㈱ 183

㈱萩野工務店 124

㈱東日本ウッドワークス北海道 117

その他 4,585

合計 5,858

　

ロ　未成工事受入金

　

期首残高
(百万円)

当期受入額
(百万円)

完成工事未収入金への振替高
(百万円)

期末残高
(百万円)

1,938 45,424 45,153 2,209

　

ハ　長期借入金

　

相手先 金額(百万円)

㈱みずほ銀行
(1,259)
11,693

㈱三井住友銀行
(200)
950

㈱三菱東京UFJ銀行
(258)
946

㈱日本政策投資銀行
(220)
945

㈱みちのく銀行
(100)
432

三井住友信託銀行㈱
(99)
441

㈱東北銀行
(102)
291

㈱東日本銀行
(25)
25

合計
(2,265)
15,725

(注)　(　)内の金額は内書であり、１年内に返済期限が到来するため、貸借対照表では「１年内返済予定の長期借入金」

として流動負債に計上しております。

　

(3) 【その他】

特記すべき事項はありません。
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 11月１日から10月31日まで

定時株主総会 １月中

基準日 10月31日

剰余金の配当の基準日 ４月30日、10月31日

１単元の株式数 1,000株

単元未満株式の買取り・
売渡し

　

　　取扱場所
(特別口座)
東京都千代田区丸の内一丁目４番１号
　三井住友信託銀行株式会社　証券代行部

　　株主名簿管理人
(特別口座)
東京都千代田区丸の内一丁目４番１号
　三井住友信託銀行株式会社

　　取次所 ―

　　買取・売渡手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額を買取・売渡単元未満株式の数で按分した額

公告掲載方法
当会社の公告は、電子公告とする。ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子
公告による公告をすることができない場合は、日本経済新聞に掲載して行う。
電子公告のＵＲＬ　http://www.higashinihon.co.jp/

株主に対する特典
毎年10月31日現在の1,000株以上の株主に対し、連結子会社である㈱銀河高原ビール製
造の「小麦のビール缶12本セット」を贈呈いたします。

(注) １ 買取手数料

１株当たりの買取価格に１単元の株式数を乗じた合計金額のうち

　　100万円以下の金額につき 1.150％

　　100万円を超え　500万円以下の金額につき 0.900％

　　500万円を超え1,000万円以下の金額につき 0.700％

　1,000万円を超え3,000万円以下の金額につき 0.575％

　3,000万円を超え5,000万円以下の金額につき 0.375％

　(円未満の端数を生じた場合には切捨てる。) 　

ただし、１単元当たりの算定金額が2,500円に満たない場合には、2,500円とする。

２ 単元未満株式についての権利

当会社の単元未満株式を有する普通株主(普通株式を有する株主をいい、実質株主を含む。以下同じ)は、その

有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を行使することができず、当会社の単元未満株式を

有するＡ種優先株主及びＢ種優先株主は、その有する単元未満株式について次の(１)ないし(４)に掲げる権

利以外の権利を行使することができません。

(１)会社法第189条第２項各号に掲げる権利

(２)会社法第166条第１項の規定による請求をする権利

(３)株主の有する株式数に応じて募集株式の割当ておよび募集新株予約権の割当てを受ける権利

(４)株式取扱規則に定めるところにより、その有する単元未満株式の数と併せて単元株式数となる数の株

式を売渡すことを請求することができる権利

(注）平成25年１月29日開催の定時株主総会決議により定款の一部変更が行われ、単元未満株式についての権

利は次のとおりとなりました。

当会社の株主は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を行使することがで

きない。

(１)会社法第189条第２項各号に掲げる権利

(２)会社法第166条第１項の規定による請求をする権利

(３)株主の有する株式数に応じて募集株式の割当ておよび募集新株予約権の割当てを受ける権利

(４)株式取扱規則に定めるところにより、その有する単元未満株式の数と併せて単元株式数となる数の

株式を売渡すことを請求することができる権利
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第７ 【提出会社の参考情報】

１ 【提出会社の親会社等の情報】

　 　当社には、親会社等はありません。

　

２ 【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

　
(１)有価証券報告書及びその

添付書類並びに確認書
 

事業年度
(第43期)
 

自　平成22年11月１日
至　平成23年10月31日
 

　 平成24年１月26日
東北財務局長に提出
 

(２)有価証券報告書の訂正報
告書及び確認書

事業年度
(第42期)
 

自　平成21年11月１日
至　平成22年10月31日
 

　 平成24年１月26日
東北財務局長に提出
 

　 　 事業年度
(第42期)

自　平成21年11月１日
至　平成22年10月31日

　 平成24年１月27日
東北財務局長に提出

　 　 　 （平成24年１月26日提出した、第42期有価証券報告書
の訂正報告書の確認書）

　 　 事業年度
(第40期)

自　平成19年11月１日
至　平成20年10月31日

　 平成24年２月３日
東北財務局長に提出

　 　 事業年度
(第41期)
 

自　平成20年11月１日
至　平成21年10月31日
 

　 平成24年２月３日
東北財務局長に提出
 

　 　 事業年度
(第42期)
 

自　平成21年11月１日
至　平成22年10月31日
 

　 平成24年２月３日
東北財務局長に提出
 

　 　 事業年度
(第43期)
 

自　平成22年11月１日
至　平成23年10月31日
 

　 平成24年２月３日
東北財務局長に提出
 

　 　 事業年度
(第43期)
 

自　平成22年11月１日
至　平成23年10月31日
 

　 平成25年１月29日
東北財務局長に提出
 

(３)内部統制報告書及びその
添付書類
 

事業年度
(第43期)
 

自　平成22年11月１日
至　平成23年10月31日
 

　 平成24年１月26日
東北財務局長に提出
 

(４)四半期報告書及び確認書
 

第44期
第１四半期

 

自　平成23年11月１日
至　平成24年１月31日
 

　 平成24年３月14日
東北財務局長に提出
 

　 　 第44期
第２四半期

 

自　平成24年２月１日
至　平成24年４月30日
 

　 平成24年６月12日
東北財務局長に提出
 

　 　 第44期
第３四半期

 

自　平成24年５月１日
至　平成24年７月31日
 

　 平成24年９月11日
東北財務局長に提出
 

　

(５)臨時報告書 企業内容等の開示に関する内閣府令第19
条第２項第９号の２
（株主総会における議決権行使の結果）

　 平成24年１月30日
東北財務局長に提出
 

　 　 企業内容等の開示に関する内閣府令第19
条第２項第９号の２
(種類株主総会における議決権行使の結
果)

　 平成24年１月31日
東北財務局長に提出
 

　 　 企業内容等の開示に関する内閣府令第19
条第２項第４号
(主要株主の異動)

　 平成24年２月22日
東北財務局長に提出
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(６)臨時報告書の訂正報告書 平成24年１月30日提出の臨時報告書(株主
総会における議決権行使の結果)に係る訂
正報告書であります。

　 平成24年１月31日
東北財務局長に提出
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
　

　

平成25年１月22日

東日本ハウス株式会社

取締役会　御中

優成監査法人

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　加　　藤　　善　　孝　　㊞

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　須　　永　　真　　樹　　㊞

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　宮　　崎　　　　　哲　　㊞

　
＜財務諸表監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている東日本ハウス株式会社の平成23年11月１日から平成24年10月31日までの連結会計年度の連結

財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結

キャッシュ・フロー計算書、連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明

細表について監査を行った。

　
連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成

し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　
監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結財務諸表に対する意見を

表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査

を行った。監査の基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証

を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、連結財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査

手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づ

いて選択及び適用される。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではな

いが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結財務諸

表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその

適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討するこ

とが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

　
監査意見

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、東日本ハウス株式会社及び連結子会社の平成24年10月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了す

る連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示している

ものと認める。
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＜内部統制監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、東日本ハウス株式

会社の平成24年10月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。

　
内部統制報告書に対する経営者の責任

経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる

財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない

可能性がある。

　
監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した内部統制監査に基づいて、独立の立場から内部統制報告書に対

する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る

内部統制の監査の基準に準拠して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法

人に内部統制報告書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定

し、これに基づき内部統制監査を実施することを求めている。

内部統制監査においては、内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠

を入手するための手続が実施される。内部統制監査の監査手続は、当監査法人の判断により、財務報告の信頼

性に及ぼす影響の重要性に基づいて選択及び適用される。また、内部統制監査には、財務報告に係る内部統制

の評価範囲、評価手続及び評価結果について経営者が行った記載を含め、全体としての内部統制報告書の表示

を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

　
監査意見

当監査法人は、東日本ハウス株式会社が平成24年10月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると

表示した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の

評価の基準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価結果について、すべての重要な点において適正に表示

しているものと認める。

　
利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上
　

※１　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が

別途保管している。

　２　連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていない。
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独立監査人の監査報告書
　

　
平成25年１月22日

東日本ハウス株式会社

取締役会　御中

優成監査法人

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　加　　藤　　善　　孝　　㊞

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　須　　永　　真　　樹　　㊞

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　宮　　崎　　　　　哲　　㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に
掲げられている東日本ハウス株式会社の平成23年11月１日から平成24年10月31日までの第44期事業年度の財
務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明
細表について監査を行った。
　

財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成
し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に
表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　

監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明
することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を
行った。監査の基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得る
ために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続
は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択
及び適用される。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当
監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と
適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並
びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することが含まれる。
当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

　

監査意見
当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し
て、東日本ハウス株式会社の平成24年10月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成
績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
　

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以  上
　
　

※１　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が

別途保管している。
 

　２　財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていない。
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